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───────────────────────────────
○地方自治法第１２１条の規定による説明のため出席した者の職氏名
　町長　坪根秀介・　副町長　今任和広・　教育長　百留隆男・　会計管理者　中　　豊
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　建設課長　古原典幸・　教務課長　尾崎幸光・　総務係長　熊谷豊司
───────────────────────────────
○職務のため本会議に出席した者の職氏名
　議会事務局長　福田正晴
　議会事務局係長　垂水英治
○議事日程
平成２６年第３回定例会議事日程（２日目）
平成２６年９月１２日　午前１０時００分　開議
日程第　１　諸般の報告
日程第　２　一般質問
○　会　議　の　経　過　（２日目）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開議　午前１０時００分
○議長（大山　晃君）皆さん、おはようございます。定刻になりました。
　御起立をお願いいたします。
　一礼して御着席お願いします。礼。
　開議に先立ち、議員及び執行部の皆さんに議長よりお願いいたします。発言は必ず議長の許可を得てから発言してください。また、不穏当発言、不規則発言に御注意いただき、有意義な会議でありますよう、皆様の御協力をよろしくお願いいたします。
　それでは始めます。

　ただいまの出席議員は全員です。
　これから、本日の会議を開きます。

　本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第１、諸般の報告を行います。
　本日の会議では、一般質問を行います。
　一般質問の通告者は、お手元の日程表に掲載のとおり８名です。
　質問順は申し合わせにより、通告書提出順に発言を許可することといたします。
　本日の会議には、地方自治法第１２１条の規定に基づく説明員として、別紙の名簿のとおり、各氏が出席をいたしております。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第２、一般質問を行います。
　一般質問の質問時間は、答弁を含み６０分以内となっております。通告された時間内に終わるよう要点を簡潔明瞭に行い、また答弁につきましても、効率的な議事運営への御協力をお願いいたします。
　時間の経過は議場内に表示されていますので、消費時間を確認し、厳守ください。
　それでは、１番　宮本議員、登壇ください。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）皆さん、おはようございます。
　朝早くから傍聴者の皆様ありがとうございます。私どもは日々、こういった形で、行政、議会挙げて、本町の皆さんの幸せと本町の発展のために、いろいろな議案について話し合っている次第でございます。本日はどうぞお時間の許す限り、お聞きくだされば幸いと思います。
　さて、安倍政権は秋の臨時国会において、地方再生と女性の活躍を２本柱に位置づけて、関連法案を提出する方針であると発表いたしました。
　また、いわゆる地方創生の具体策として、自分の居住地の自治体に寄附をすれば、住民税や所得税が減額される、いわゆるふるさと納税制度の拡大、充実を、来年２０１５年より実施することも、あわせて発表されました。この制度は、自治体のＰＲ効果や、地域経済へのプラス効果が期待され、大都市圏の住民がふるさとに寄附するなど、地域格差の是正策として位置づけられております。住民が、ふだんは縁遠い自治体に関心を持ち、触れ合う効果は大きいと考えられています。

　また一方では、税収を都会から地方に移す効果を過度に期待できるものではない。豪華な御礼や特典は経費がかさみ、限度がある。地方全体の税収が大幅にふえるわけでなく、財源対策としては限界があるのではないかとの指摘もございます。来年、制度の拡大、充実を図る際に、問題の改善すべき点は多いのであります。
　しかし、いずれにいたしましても、政府がこの制度の拡充、浸透を図り、地方創生、地方再生の一つの切り口にしようとしているのは事実であります。また、全国各地において、自治体の創意工夫が寄附拡大につながっている事実もあり、九州一輝くまちづくりに、町長を初め、行政、議会挙げて取り組んでいるさなかの本町にとりまして、活性化や財源のプラス効果が発揮できるのであれば、積極的に広報、ＰＲ活動を行って、この制度を有効に活用すべきと私は考えるものであります。本町の現状と今後の取り組みについてお伺い申し上げます。
　あわせて、行政職員の職務と職責の問題についても、お伺い申し上げます。

　以下、具体的には、自席にてお尋ね申し上げます。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）皆さん、おはようございます。
　宮本議員の御質問でございますが、私からは２の行政職員の職務と職責についての④と⑤について答弁をさせていただき、その他は事務的な内容が多うございますので、所管課長より答弁をいたしますので、よろしく御理解ください。
　行政職員の職務と職責についてでございますけれども、個人の資質と行政内部の体質についてということでございます。
　まず、行政に限らず、個人の資質には一般的にどの業界でも格差があると思っております。この格差を埋める、すなわち底上げをすることで個人のスキルも上がり、行政全体の体質も向上していくと確信しております。現在、本町における職員を見ますと、よそと比べると劣っているとは思いませんし、むしろ、よそよりもレベルは高いと思っております。

　しかしながら、さらに少しずつでもレベルを上げていくために、なるべく職員一人一人と接触して、現状の職員の能力、資質の把握に努めているところでございます。そして、民間のノウハウや長所を取り込んで、個人の特性を生かし、いい意味での行政らしからぬ職員を育成してまいりたいと考えているところでございます。
　⑤の上下関係のもと、仕事の与え方と責任のあり方についてでございますけれども、毎年、担当課長がその課内業務の正副の事務分担を決定し、業務を行っているわけでございます。上毛町行政組織規則第１０条の規定によりまして、各課に課長、係長等を配属しており、当然その職に応じた責任があると考えております。基本的に上下関係はありますが、ただし一方通行では、ミスには対応できないと考えております。トップダウンということだけではなく、ボトムアップの分が、うちとしては弱いのかなと思っております。ここを強化してまいりたいと。組織を思う気持ちがあれば、ときには部下から上司へ苦言を呈することも必要であると思っております。
　ミスに気がつかないとか、ミスを知っていても言わないということはいかがなものかと思っていますし、最終的には何かあれば上司が責任をとるわけでございますので、このようなことがないように指導してまいりたいと考えておるところでございます。
　以上です。

○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）町長から２番目のテーマについてお答えいただきましたが、通告どおり１番から私は質問させていただきます。
　ふるさと納税制度でございますが、一般に言われていることは、２００８年に実施が始まり、東日本大震災で被災された自治体への支援策の一つとして、次第に全国自治体へ波及浸透したといういきさつがございますが、まず、ふるさと納税制度は具体的にどういう政策なのか。今、私が冒頭少し申し述べましたが、自治体にとってのメリットがどの辺にあるのか、その辺をお答えください。
○議長（大山　晃君）税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）それでは、私から答弁をさせていただきたいと思います。
　まず、ふるさと納税制度とは具体的にどのような政策かという御質問でございますが、先ほど議員がおっしゃったように、ふるさと納税制度につきましては、２００８年に過疎化による税収の減少に悩む自治体に対して、格差是正を推進するために創設された制度でございます。
　ふるさと納税という名称から、ふるさとに納税すると捉えがちでございますが、制度的には寄附を行うものでございます。寄附額や寄附される方の年間所得額など諸要件によって異なりますが、ふるさと納税として地方公共団体に寄附をしていただいた方につきましては、個人住民税、所得税について、一定限度の軽減措置を受けることができます。
　このように、居住地以外の思い入れや愛着のあるふるさとなどのまちづくりに、納税以外の手段で貢献をすることができる制度が、ふるさと納税という制度と理解をしております。

　それから、自治体にとってのメリットということでございますが、自治体出身者だけではなくて、先ほど申し上げましたように、その町や村を応援しようとする居住地以外の人たちからの寄附がその自治体に集まることが一つのメリットになるのではなかろうかと。また、寄附をしていただいた方々に対して、それぞれの自治体が特産品等を送るということで、その自治体の生産者等の所得の向上にもつながっていくものと考えられます。
　しかし、本町の寄附金額等につきましては、全国的なところで比較いたしますと、まだ少ないというのが現状ではなかろうかと認識をしておるところでございます。

　以上でございます。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）今おっしゃられましたように、ふるさと納税制度は、具体的にはふるさとや自分が応援したい都道府県、市町村を自由に選んで納付することができる。出身地などの地方自治体に寄附をすることで、現在の居住地での税金が軽減される制度ということですが、これが意外と住民に浸透していない。伝わっていないと思われますが、この広報活動はどうしておりますか。

○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）本町の広報活動でございますが、町のホームページに、ふるさと納税制度の御案内ということで常時掲載をしているところでございます。

　また、インターネット等で総務省、国税庁、また、ふるさと納税ポータルサイト等の検索をすることによりまして、日本全国の自治体が取り組んでおります内容や制度について確認をすることができるようになっております。

　本町といたしましては、先ほど申し上げましたように、ホームページのみの掲載というところでとどまっておる状況でございます。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）この制度は、また後で申し述べますけれども、いわゆる寄附をされた方に対して、御礼、特典を差し上げるということがございます関係で、特典が欲しいがために寄附をなさるという傾向が強く出ていると。例えば、３万円を寄附なさった場合、２,０００円というのが自己負担になっていますから、３万円から２,０００円を引いた２万８,０００円が、いわゆる税金から差し引かれるという制度なんですね。
　つまり、２,０００円を自己負担していますから、寄附した自治体から２,０００円を超える御礼とか特典があれば、寄附したほうが得だという判断になるわけです。これが、全国の自治体で、かなりばらつきがございます。
　いわゆる総務省の指導は、できれば自治体のお米とかお酒とかお肉等々の特産物を、できるだけお礼として差し上げて、地域の活性化に寄与するようにという指導があるわけですけれども、うちの場合はどのようになさっていますか。
○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）本町におきましては、寄附をしていただいた方で１０万円以上の方について、５,０００円程度の特産品の詰め合わせをお送りさせていただいております。

○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）１０万円以上で５,０００円ということですね。来年、政府がこの制度を拡充しようとしているわけですけれども、寄附の限度額を倍にしようという案が出ておるわけです。

　この制度がスタートした２００８年、３万人寄附して７３億円の実績が上がり、一昨年２０１２年には１１万人寄附して、全国自治体では１３０億円の実績が上がっております。本町はいかがですか。

○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）本町の実績ということでございますが、平成２０年度に制度が始まりまして、３万円の寄附がございました。その後、２１年から昨年度２５年度まで、平均で約５０万円、昨年度は６１万円の寄附でございまして、合計で２５０万１,０００円の寄附がされております。
　以上です。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）全国的な金額に比べれば少ないわけですけれども、それでも金額は伸びつつあるということですね。これは、私は広報活動次第でかなり伸びるのではないかという気がします。

　それと、先ほどおしゃった５,０００円程度の御礼、特典の内容は具体的にわかりますか。
○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）町からの特典、お礼の内容でございますが、主に加工品を、直売所が道の駅とさわやか市がございますので、件数に応じて、どちらかで金額相当の加工品等を選んでいただきまして、お送りしています。特にどれを送っているということではございません。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）ここにも一つの問題点があるわけです。ふるさと納税した方に、ふるさとの懐かしい味をプレゼントしましょうという意味合いが強いわけですけれども、本町の場合はこれといって他にＰＲできるぐらいの、いわゆる地域ブランドは少ない。ないとは言わないけれども。だから、そういったものを育成しなければいけないという問題がここに一つあります。だから、そういった問題を解決しつつ、あわせて推進すれば、相乗効果が上がるということもあろうかと思うんです。
　一つ例で言いますと、全国的にはこのような御礼をしている自治体があります。例えば、世界遺産登録されました富岡製糸場のある群馬県富岡市、お蚕さんで有名ですけれども、ここは１００万円以上寄附された方には、シルクの布団４点セット、３８万円相当の品を差し上げていると。ここの場合は、１９５０年代、市内に３,０００軒あった養蚕農家が、今は１２軒に激減したと。しかし、この制度を採用することによって、富岡シルクの復興、養蚕振興にかなり成果が上がってきつつあると。だから、地域振興、地域おこしとして、このふるさと納税制度を活用しているという、いい例です。

　もう一つは、山口県下関市。３万円以上の寄附に対して、名産のトラフグちりセットを送っている。２カ月間で、既に昨年の寄附額５８０万円の５割オーバー、８００万に達していると。
　もう一つは、宮崎県の三股町。これはブランドの宮崎牛で有名な三股町ですけれども、１万円の寄附で黒豚みそ漬けセットを送っている。特にここの場合はプレミアムコースとして３００万円以上の寄附に対しては、宮崎牛１頭分、２００万円相当の肉を送って、１年間３頭分を予定していたのが即日、９００万円分完売したというような効果が出ているわけです。

　ですから、我々は政府のこういう事業の促進に対して、そのままうのみでやればいいのかということではなくて、やはり地域、地域の創意工夫が必要だということを、はっきり如実に語っているわけです。ふるさとの発展や恩返しといった、本来の趣旨に沿った寄附のはずだったのが、豪華景品欲しさに寄附してしまっているという、総務省の痛しかゆしの認識もあるわけですけれども、自治体としては今、言いましたように創意工夫しながら、なかなか地方への寄附は少ない。形はどうあれ、この件で地域が活性化の方向に向いてきたのは、よしとすべきという見解もございます。
　課長、この辺の見解はどう思われますか。
○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）先ほど議員がいろいろと他の自治体の取り組み状況等を述べていただきましたが、確かに本来の制度の趣旨と、現在行われている制度はどうなのかというのは、一概に判断しづらい部分もあるかと思います。地域の活性化という意味で考えれば、何らかの特典等を考えて、他の自治体の取り組み状況等を精査しながら、また本町としてどういう形で取り組みができるのかというところを議論することも必要ではなかろうかなと考えております。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）これは、先ほど私は問題点があると言いましたけれども、寄附した人が税の軽減をしてもらうための手続はどうなっていますか。

○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）本町に寄附していただいた方につきましては、寄附の証明書等を交付していただいております。そして、御本人が確定申告をされるときに、居住地を管轄する税務署に申告をして、その分が還付されると。なおかつ、それをもとに、また居住地の住民税等が軽減されるという流れになっております。ほかの自治体についても同じような流れで、寄附の証明書等を発行していると認識しております。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）皆さん、お聞き及びのとおり、早く言えば手間がかかるということで、二の足を踏んでいる方もおるということです。つまり、現在住んでいる税務署に行って、寄附した自治体から受け取った、今おっしゃった受領書を添付して確定申告をする必要があると。これをしないと税の軽減は受けられないということがある。つまり、書類を集めたり、税務署に足を運んだりということで、寄附に二の足を踏む可能性があるということですね。やはり会社員、サラリーマンには、年末調整で過不足の精算という形で今後取り組まないと、サラリーマンからの寄附もなかなか期待できないんじゃないかという問題点もあります。
　しかし、税金が軽減される寄附の上限額が低いので、現在の２倍に引き上げようではないかというような案も出ております。

　最後に、町長、この制度をどのようにお考えでございますか。また、来年度これを政府は拡充、推進の方針でございますけれども、本町としては、例えば今、問題点があったのは広報のあり方で、ホームページを見ればいいということです。例えば、本町出身者の方が全国に散らばっている。そういう方々がふるさと上毛町に寄附したいといった場合の広報のあり方は、やはりホームページを見ない方もおり、全然対象にならないのではないかということで、やはり各県人会とか全国のそういった団体さんのところにＰＲして、広報が行き届くような施策も講じる必要があるんじゃないかと思います。

　その辺をまとめて町長、御見解をお願いします。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）この制度自体がいいのか悪いのかというのは、私もまだ把握しておりませんけれども、ふるさとを思う気持ちで、本来は納税するべきなのかなと思います。議員御指摘のように、特産品目当てというようなことで、全国から選ぶというようなことでは、いかがなものかなとも思うわけでございます。

　そうはいっても、町としてＰＲできるような特産品は開発していかなければならないと思うし、そういうホームページで多いに開発しながら、後の宮崎委員の質疑にもありますけれども、ＰＲをしていきたいと考えております。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）ありがとうございました。

　そういった形で、全国的には、先ほど例を申し上げましたように、自治体の工夫によって、地域の活性化、財源のプラス効果が見られる自治体も出てきているという事実は否めないのでございます。したがって本町も、こういった施策を通じながら、いろいろな財源確保というか、本町のＰＲをしていく方向で考えていただきたいと思います。
　では続いて、行政職員の職務と職責についてお伺い申し上げます。
　毎年、新卒者の就職希望ランキング、新卒者にどこが人気があるかということを調べますと、行政職員、つまり公務員が常にベスト５に入っている、トップであると。この行政職員、公務員は、就職先としては非常に人気が高い。なぜ、公務員、行政職員はこのように人気があるとお考えでございますか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）公務員が人気があるかということでございますが、まず、その時期の景気、社会情勢で、職種により左右される場合がありますので、一概に人気があるとは断言できないと思いますが、一般的には先ほど申し上げましたように、民間企業のように不景気によるリストラがないことや給料が安定しているということから、人気が高いと言われていると思います。
　以上です。

○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）皆様、御承知のとおり公務員といえば、終身雇用で、転勤もなく、安定しているということ。あるいは年功序列で、年齢がある程度行けば昇進できるという点、あるいは景気に左右されず、生活の安定ができるという、誰でも認識している点はございます。

　しかし逆に、このような外形的なイメージに引きかえ、行政職員の仕事内容、実態はかなり違うものだという思いがします。現にそこにおられる皆さん、現職の方々もそう思っておられることだと思いますけれども。

　課長、これだけ人気がある仕事で、逆にその真反対みたいな仕事内容なのに、それでも、途中で仕事をやめて転職する人が少ない。どこに魅力があるんだと思いますか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）魅力ということでございますが、まず、制度的な面から答弁させていただきます。地方公務員及び上毛町職員の定年等に関する条例の規定によりまして、６０歳到達年度の３月３１日まで働くことができることになっております。

　その間、先ほどの質問でございますが、転職せずに公務員として働き続ける一番の理由は、私ども職員は町民全体への奉仕者としての職責を自覚し、誠実公正に、かつ能率的に職務を遂行するように努めることをモットーに業務を行うということで、個々の職場、あるいは職責におきまして、生きがい、あるいはやりがいが生まれ、結果として、終身で仕事に取り組めると思っているところでございます。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）今、課長が大変すばらしいことをおっしゃいました。そのとおりなんですね。具体的に申し上げますと、行政職員の仕事内容は、世界中の公務員と比べますと、世界でも類を見ないほど、その職種、仕事内容は多岐にわたり、幅広い業務内容をこなしている。
　ひとたび災害被害が起これば、特段の尽力が要求され、懸命にそれに応えなければならない。ふだんは高い倫理性を要求されつつ、ひとたび不祥事や失敗を起こすと非常に強いバッシングをされる。就職先としての人気はナンバーワンであるが、社会の信頼度はまだそれほどでなく、逆に求められるものは高い上、評価は逆に厳しいと。
　皆さん、各課長が前に座っておられますけれども、教務課長、私が今、言った件ではどういう思いがいたしますか。
○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）急な御質問で大変戸惑っておりますが、職員として与えられた職務、それから住民福祉に邁進することは公務員としての仕事だと私は思っております。

○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）同じ質問を建設課長。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）今、私は建設課という課を預からせていただいておりますが、建設課の職務として、やはりライフライン、特に道路等の新設、改良、あるいは維持管理等をさせていただいておりますが、そういったものをする場合、ある程度、皆様方の土地を分けていただくものでございます。それにつきましては、やはり将来の子供、孫の土地を、預かっているものをいただくわけでございますので、次に残せるいいものをつくっていかなければならないということで業務に携わらせていただいておるところでございます。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）急な御指名で申しわけございませんでした。

　私が言いたいのは、これほど厳しい評価の中で、実態としては厳しい仕事をしながら、イメージとしては、いつも仕事につきたい就職先のトップランクにある公務員、行政職員なのに、これだけ厳しいと。それでも途中でやめずに最後までやり抜く職員が多い。厳しい現実ではあるが、自治体職員であることの魅力、喜びはどこにあるのか。総務課長が先ほどおっしゃったとおりなんですね。
　つまり、皆さんが毎日なさっている業務、仕事は、直接住民の幸せ、住民の生活や地域の発展に寄与する、影響を及ぼす、公共性の高い重要な仕事をなさっているということ、ここが一番問題なんです。ここに皆さんが恐らくプライドを持ち、ここに仕事のよりどころを求めて、苦しい毎日の仕事をクリアしながら、人からバッシングを受けながらも、これを処理しているというところが大事なんです。
　だから、私は言いたい。ここにやりがい、仕事のしがいを感じているならば、常にこのことを忘れず、頭の中に叩き込んでおきたいということですが、こういうことを意識しておれば、不祥事は防げるということでございます。つまり私が言いたいことは、坪根新体制になってから行政内の不祥事が続いている。旧鶴田体制時代の置き土産的な不祥事に対しても、坪根町長は全て自分の責任として粛々と処理なさっている。まことに御立派な姿勢だと私は思うんです。

　このような現状を、先ほど町長がお答えになりましたが、個人の資質の問題なのか、本町の行政内全体の、旧体制時代に身についた体質的問題なのか。つまり、臭いものにはふたをしておけというような隠蔽体質が、いつの間にか行政内にでき上がったのではないかと私は感じました。町長は、もしそういったものがあれば、それをこれから払拭しようというお答えでございましたが、課長、どういったお考えですか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）先ほど町長が答弁したとおりでございます。私ども公務員といたしましては、ミスがないようにということを念頭に業務に励んでおりますし、先ほど建設課長が申し上げましたように、そういう心構えでいきたいと考えています。

○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）各担当課の責任者として、課長さんは部下の業務処理状況の管理監督は当然日々なさっていると思うんですけれども、組織ですから、上下の双方間において、やはり日々、週間、月間にしても、報告、連絡、相談というのは、常に励行して当たり前ですが、その辺の実施状況はどうですか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）コミュニケーション等の問題、あるいは業務の把握の問題ということでございますが、前回の反省を踏まえまして、改めまして各課に課内会議、あるいは係内の会議を実施せよと。しているところも当然ございます。再度、充実な課内会議を行うようにと、課長会を通しまして指示をしたところでございます。

○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）総務課長は各課、あるいは各課長の一段上の取りまとめ的な立場にあろうかと思いますけれども、各課の業務の遂行状況とか問題点等を把握しているのか。あるいは、そこまでの責任は総務課長は負っていないんですか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）当然、職員のことにつきましては、私も責任がございます。

　以上です。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）課長会というものがあると聞いておりますけれども、全体の課長会で問題の持ちよりとか、問題解決のためのコミュニケーションをとる場、あるいは各課長さんが、自分の課の問題を披歴しやすいような環境整備はできておりますか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）まず、所管課内部の状況でございますが、これにつきましては人事評価の中で面談等がございますし、その面談につきましても、私のほうでチェックができます。当然、最終的には私のほうに、問題点があれば報告があろうかと思いますし、町長が常々言っていますように、横の連携、要するに横のコミュニケーションをとりながら問題解決に当たれという指示がございますので、当然そのような指示で私どもは業務を行っています。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）私は民間で仕事をしていたわけですが、業務処理に関しては、私のやり方は毎日のことはデイリー、１週間はウイークリー、１カ月間はマンスリー、あるいは年間という形で紙面をやって、その都度チェックをしていましたから、いわゆる滞りは余りなかったんです。それは、いわゆる組織としての業務処理マニュアルの中に、そういうマニュアル化されたものがあるから、一人がそれを怠ったら、すぐ全社的にピックアップできるわけですよ。福岡県の上毛町の宮本は、週報が上がっていない、月報が上がっていないというようなものが、すぐわかる。
　だから、そういった仕事の処理はやっていますか。子ども未来課の課長。
○議長（大山　晃君）子ども未来課長。
○子ども未来課長（岡崎　浩君）それぞれの業務ごとにおいて、例えば１例を申し上げますと、がん検診、特定健診がただいま終わったばかりでございますが、今回の検診についての反省点、係でまとめて私まで上がってきている状況でございます。

○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）こういったものは基本的な作業処理マニュアルですから、当然あろうかと思いますけれども、いわゆる皆さんの場合は一般の民間と違って、公務員試験というレベルの高い試験に合格して入庁してきた方々ばかりですから、それ相応の知識と能力はありましょう。

　しかし、個人の生活、考え方、技能というものは、また個人別に違うわけですから、上司に当たる方はその辺を考慮した仕事の与え方は、いわゆる年功序列型の仕事の与え方なのか。その辺は総務課長、どうなんですか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）職責にあった仕事を与えていると思います。言いかえますと、係長の職責、主事の職責、主事補の職責という形になります。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）そうしますと、新人には新人に見合った仕事、係長には係長に見合った仕事を与えているという意味ですね。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）基本的にはそのとおりでございますが、職員を鍛えるという意味で、一つ上の仕事を与える場合もございます。

○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）仕事がその人を育てるとか、立場が人を育てるとかいうことがよく言われます。ですから、個人に応じた仕事の与え方という、一つ方法があろうかと思うわけです。

　また、我々みたいな地方自治体は、県と国とのパイプの上に成り立っているわけですから、業務内容も大きく分ければ、いわゆる住民に対する窓口業務と、県と国との関連事務処理業務があろうかと思います。窓口業務は日々の業務ですから、そう滞りはないと思うんですが、県、国との関連事務処理は、私が思うに煩雑、面倒で、後回しにしようかというような、あしき習慣とか体質はございませんか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）ございません。

○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）なければ、それを継続していただきたいと思います。

　特にここ近年、規制枠の撤廃とか拡大ということで、条例や法律の改正が非常に頻繁です。この改正に伴って数値の変更が甚だしい。これが各課内において、相互確認ができているかというような問題がある。税率が、３％が５％、５％が８％、来年は１０％というような、普通の頭のいい人もなかなか覚え切れないうちに、どんどん改正されていくと。これが事務処理の現場でついていっているかという問題。これを忘れれば、住民に迷惑がかかる、県に国に迷惑がかかるというような、今回の問題につながるんじゃないかと思うんですが。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）ちょっと質問の趣旨がよくわからないんですけれども、条例改正等があった場合は、私ども総務課を通しまして各課に指示をしておりますし、メール等で県からの情報がございますので、そこからは遺漏なく各課に情報を流しまして、条例改正をするようにということを指示しております。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）総務課から各課に流れた情報が、各課内でそれを統一認識として徹底されているかどうかという問題はまた、総務課長、別だと思いますよ。それをチェックしているかという問題もありますけれども、とにかく最近そういった細かい問題が多いように思いますから、特に担当課の課長さん、係長さんは、末端の職員さん、女性職員さん等々に何度も同じことを報告、連絡、相談させることによって、チェックを完璧にするという方向で、不祥事を撲滅するということしかないんじゃないかと思います。
　地方自治体というのは、皆さん御承知のとおり、昔は地方公共団体と言われていたわけですね。なぜ、地方公共団体が地方自治体と呼ばれるようになったかというと、やはり公共団体の時代は、どこの自治体も、県や国からの交付金や補助金で、自主財源が非常に乏しかったということで、自治体が非常に目覚めて、住民生活に近づいて、まちづくりに力を注ぐようになった。これがいわゆる中核市とか政令市とか、革新自治体と呼ばれるところなんですけれども。結局、自分たちの力と努力で、自治体政府の機能を持ち始めたのが地方自治体なんですね。
　つまり、我々上毛町の行政も地方自治体ですから、端的に申し上げますと、地方自治体は、もう自治体政府の機能を持っているわけです。ですから、権限と財源を住民から信託されている。つまり、自治体自身が政府政策の責任主体、職員が政策遂行主体の力を持っている。ですから、簡単に申し上げますと、町長は総理大臣、各課長は大臣、執行部は内閣ですよ。そういう立場にある。だから、それだけ大事な仕事をしているから、先ほど言いましたが、仕事の内容は厳しいんだけれども、人気があるというところはそこなんですよね。だから職員は、高い能力と倫理性を持って政策を展開する。自治体の機能を支えなければいけないということでございます。
　力と金を握った人には誰もがなれないだけに、倫理性と責任感を持って仕事に取り組まなねばならないということですけれども、行政職員は、住民の生命、財産を守り、住民の幸福と地域の発展に資するという重大、かつ公共的な仕事に携わっているという自覚を持って日々頑張っていただければ、いろいろな不祥事は起こらないんじゃないかと私は思うんです。だから、就職先として人気があるということでございますが。

　人間である以上、ヒューマンエラーはつきものですから、完璧にするわけにはいかないんですけれども、私はそれを完璧に近いところに近づけるためには、やはり報連相は絶対どの職場においても避けるわけにはいかない。これを毎日励行する、できるだけ軽いうちに、できるだけ早いうちに、事故を未然に防ぐ。報告、連絡、相談、報連相の実行をお願いしたいと思うわけでございます。
　同僚の課長が責任をとってやめたり、町長が最高責任者として条例を改正してまで、責任をとると。このようなことはもう二度とあってはならないと、私は声を大きくして言いたいと思うんです。その昔、指定管理者の不祥事で裁判沙汰になっても、その責任をとろうとしなかった過去の最高責任者もいました。不祥事において、責任のとれない過去の最高責任者、行政のことは最終的には全て私の責任だと、率先して責任をとろうとする若い町長。これは、よしあしは私は申しませんけれども、そこまでしなければいけないような問題、トラブル、不祥事を起こしてはいけないということです。そのためには、未然に防ぐことです。未然に防ぐ方法は、今るる申し上げました報連相を、いろいろ具体的な各部署でやっていただければと思うんです。日々の仕事を、自覚を持ってやるということです。

　最後に、私は隠蔽されているような問題がまだあるとすれば大変です。一日も早く報告して解決することが肝要だと思います。町長や私どもが、九州一輝くまちづくりに全力で取り組めるように、行政全体が一致団結することこそ今、一番必要なことではないでしょうか。

　町長の見解を求めます。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）当然一致団結して、職員一同、一つになるように今指示も出していますし、課長連中がしっかり自覚を持っていますし、それが係長以下に十分浸透するように考えているところでございます。

　補足しますと、私も議会におりまして、ここまでとは思っておりませんでしたが、職員のほうは土日もなく、かなりハードな仕事をこなしていますので、精神面のケアもしっかりしてまいりたいと思っておりますので、ぜひその辺は御理解いただきたいと思います。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）最後に言いにくいことまで申し上げましたが、やはり町民の幸せとこの地域の発展を我々は願いながら、またその地域の皆さんの代表として議会なり行政なりをやっているわけですから、その実現に資するための努力はともにやろうじゃありませんか。身を挺して、命を賭して、地域のために頑張ろうじゃありませんか。そういった意味で、今後は明るい話題で私が質問できるような本町にしたいと思います。
　以上で質問を終わります。
○議長（大山　晃君）宮本議員の質問が終わりました。

　２番　宮崎議員、登壇ください。

○４番（宮崎昌宗君）質問順番２番、宮崎です。大きく分けて４点について質問いたします。
　１点目、ふるさと納税について、２点目、コモンパーク上毛彩葉について、３点目、大池公園周辺施設の指定管理について、４点目、住民サービスの向上について質問いたします。
　このように４点、大きな項目を挙げて質問を通告しております。ちょっとお願いがありますが、順番どおりに一つずつ質問を終えていきたいので、答弁を準備しているかもしれませんが、その都度御答弁いただければと思います。
　では、１点目のふるさと納税について質問いたします。
　先ほど、宮本議員がかなり熱い議論を交わされたように、私は平成２６年３月議会で、ふるさと納税について質問しております。そのときの答弁といたしましては、平成２０年９月３０年から始まって、平成２５年１２月末で総額２４９万円と。１０万円以上の寄附者に５,０００円程度の特産品を渡しているというような答弁でございました。
　このふるさと納税を他市町村のように拡充していくべきではないか、もっと盛り上げていくべきではないかと質問したところ、課長の答弁といたしましては、本町は他市町村のような取り組みは考えていないという、ちょっと寂しい答弁でございましたが、その後の議論の末、町長の答弁が「魅力ある特産品を開発しながら、ふるさと納税の特集サイトに掲載できれば取り組んでいきたい」という、大変心強い御答弁をいただきました。さすが、わかってくれる町長だなと感心しております。
　この件におきまして、町長が常日ごろからスピード感をもって行政運営に取り組んでいきたいと、この件に限らず答えていましたので、すぐ取り組んでいただけるかなとは思っていたんですが、とりあえず半年待って質問することとなりました。御答弁のほどよろしくお願いいたします。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）それでは、３月議会で質問して以降、半年たちましたが、その後の経緯、課内、庁舎内でどのような議論がされたか、あればお答えいただければと思います。

○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）それでは、私から３月議会後の経過への御質問について、御答弁したいと思いますが、特に大きな制度としての取り扱いについて変わりはございません。議論についてもまだ突っ込んだ内容とはなっていないというところでございます。

　以上です。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）そのときの答弁は、取り組んでいきたいということだったので、少しぐらいは議論していただいていたのかなと思っていたから、少し残念ではございますが、その中で町長の答弁に、魅力ある特産品を開発しながら、ふるさと納税の特集サイトに掲載できれば云々かんぬんとありました。そもそも特産品というのは、どのような認識を持たれているかということを質問いたします。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）まず、冒頭に申し上げますけれども、先ほど宮本議員の質問にありましたように、本来の趣旨からしますと、自分の生まれたふるさと、故郷に恩返しをするという意味合いでの納税であることが基本であると思っておりますし、今、話題となっているお土産品や特典目当てということで地域を選ぶ、物釣り的合戦的な流れは本末転倒であると思っております。
　そうした流れをまず理解した上で、本町としてのＰＲの意味で、ホームページのアクセスをふやす工夫はしなければならないと思っておるところでございます。それが地元の資源を活用して、自信を持って渡せる、お取り寄せ品やお土産品となるような、レベルの高いものを開発、提案していきたいと考えているところでございます。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）特産品に関しては当然開発は必要かと思いますけれども、特産品は既にあるものだと思っております。というのは、各市町村のそういった特産品を見てみますと、普通の米、普通のスイートコーン、普通の野菜とかですよ。私はそれが特産品だと思っているんですね。特に全国的に有名だからといって、それが特産品というのは違うんじゃないかなと。
　その地域の人が思い入れを持ってつくったものそのものが特産品ではないかなと思っておりますので、今から奇をてらったような、何か人目を引くようなものが特産品ではないのではないかなと思います。今、新米の時期で、おいしい米もとれ始めております。そういったことも、かなり大きなＰＲになると思います。特に上毛町は、上流から流れる清流の米で、大変おいしいと評価を受けておりますので、その点でもう、私はシンプルに米だけでもいいんじゃないかなと思います。一番大事なのは、寄附したい人が選べるという状況がいいのではないかと思います。

　特に、このふるさと納税が２００８年に始まって、当初はそれほど注目されていなかったんですけれども、ここ二、三年でかなり注目されております。全国では、都はこれをやっていませんので、４６道府県で、２０１３年度が件数で昨年度の２.８倍、総額で６％ふえています。

　また同じ九州、長崎県の平戸市は、２０１３年度が３,９１０万円で、前年度の３６倍の寄附をいただいております。また、２０１４年度、今年度の８月の時点ですが、既に１億６,０００万円の寄附をいただいております。ちなみに、この平戸ゆかりの人というのは１０％以下で、先ほど特産品狙いはどうかと言われていましたが、そういう方が圧倒的でございます。
　私は、発想の転換というのが必要ではないかなと思うんですね。東京都とか大都市の市長さんが、これは本来の趣旨から違うんじゃないかと批判されるというのはわかるんですけれども、本当に地方自治、地方分権という時代の中に、いかに地方が頑張ったかという結果が出るのが、私はふるさと納税じゃないかなと思っております。
　そういった中で、確かに行政的発想からすれば、これは純粋な寄附であるべきだ、本来のふるさとを思う気持ちであるべきだというのはわかるんですけれども、そこを一歩越えたところに結果が出てくるんじゃないかなと思います。
　ぜひ、民間出身の町長、余り行政的な答弁を聞くとちょっと残念に思いますので、その辺をまた検討していただければと思いますが。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）特産品というふうに言ったのは、やはり先ほどのような、ふるさと納税の額を伸ばそうという思いで言えば、そういうことしかないのだろうと。福岡県のデータも出ていますけれども、地元のものをそのまま出してもゼロというところもいっぱいあるわけですね。

　そういう中で、うちのほうも大平楽しかり、しんよし道の駅しかり、地元のものが出ていると思いますし、そういう形でのＰＲは広報にも出ていると思います。このふるさと納税に何を求めているかという問いが、ちょっとわからなかったものですから、伸ばしていくなら特産品を開発するしかないと答えたまででございます。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）それでは、先ほど最後のほうに私が質問した、発想の転換をしていくべきではないかと。大都市の市長ではなく、やはり税収不足に悩む地方だからこそ、官僚的な、本来ふるさとを思う気持ちでの寄附が前提ですよというような答弁ではなくて、アグレッシブな答弁をいただきたいなと思っているんですけれども、どうでしょうか。発想を変えて、何とか伸ばしていこうという気持ちはないでしょうか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）ふるさとを思う気持ちは、ここ出身の方が全国に散らばっていると思いますし、物産とかそういうものでＰＲするとかいうよりも、私はむしろ忘れられないように、上毛町はよく頑張っているなと思われるように、例えば、ほかの質問にも出ていますけれども、しっかりしたＰＡを開発するとかいうところで大いに全国に発信してまいりたいと思っておりますので、ふるさと納税に特化したということでの発想はないということでございます。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）ふるさと納税をされる方は、ふるさとどうこうというよりも、ほぼネットショップの感覚で買うという方もいらっしゃいます。それはそれで、ありではないかなと思います。そういったことで、取り組んでいただければと思いますし、例えば、各市町村が目玉商品をつくろうと頑張っています。先ほど宮本議員の質問にありました牛１頭とか、例えば佐賀の玄海町は、１００万以上された方には玄海町体験ツアーをプレゼントしますよとか。実際はそういう高額があったりなかったりとあるんですけれども、例えば寄附、納税がなくても、そういった目玉をすることによって、この上毛町がメディアにのって、こういう町があるんだということが一番の町自体のアピール効果になるのではないかと思うんですね。
　そういった中で１個、こういう案はどうだろうかと思うのが、例えば３００万円以上の寄附で、コモンパーク上毛を一区画プレゼントというのはどうでしょうか。実際、恐らく買わないと思いますけれども、それ自体でコモンパークのアピール効果にもなるし、出たら出たで効果はあると思います。ばかげたことかもしれませんけれども、町をＰＲするといった発想が今、大事なのではないかと。
　例えば、アイスバケツチャレンジとかいうのがありましたが、そういうのも一瞬ばかげているけれども、ばかげているから、ああいうふうに全国に広がって、大きな寄附が集まったと言われていますが、そのような考えはどうですか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）コモンパーク上毛彩葉は順調に今、売れているところでございます。そういうものを発想を変えてＰＲするというのは、やはり若い建設的な意見だなと私も思っておりますし、今後、何かの機会でそういうＰＲを考えてまいりたいと思っております。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）それでは、コモンパーク上毛彩葉について質問いたします。

　コモンパーク上毛彩葉ということで、東高跡地を大きな予算をかけて造成し、宅地分譲しているところでございますが、ようやく販売開始して１年が過ぎております。私もよく近所を通ったり、用がないのに車で中を通ってみたりしますが、結構家が建ってきているなと、大変好調に売れているんだなとは思いますが、この１年過ぎた経過、現状はどのような状況か教えてください。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）企画情報課分につきましては、私のほうから答弁させていただきます。
　まずコモンパーク彩葉の１点目の販売状況ということでございますが、このコモンパーク彩葉につきましては、平成２５年６月より販売を開始いたしました。平成２６年８月末での販売区画、これは実質的には２区画を購入された方がいますので、現時点では１戸区分が６６戸の建設予定地、要するに今からまたふえれば、１戸区分につきましてはこの６６戸がまた下がってきますが、現時点の実質的な建設予定地が６６戸の建設予定地に対しまして、３４戸分の区画の契約を行っております。契約率につきましては約５２％ということで、この物件が建築済み、あるいは建築予定となっております。
　ちなみに、残りの２工区６区画につきましては、現在工事中でありまして、ほぼ造成工事が完成していますので、今後販売開始の予定ということでございます。
　ちなみに、今後販売いたします２工区をつけますと、先ほど申し上げました現時点では７２戸の建設予定地ということになります。現時点でございます。それから３４戸、今が建築済み、あるいは建築予定ということでございますので、現在５０％弱の販売率ということでございます。
　以上です。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）販売開始して１年以上たっているんですけれども、最初の説明では、管理組合をつくり管理していくとあったんですけれども、その管理組合と自治会組織等は既に運営されているんですか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）自治会につきましては、その都度、その地域の自治会に加入していると思います。

○議長（大山　晃君）会計管理者。
○会計管理者（中　　豊君）コモンパークの管理組合ということで御答弁させていただきます。今年度の来年１月早々に、管理組合の立ち上げの準備をしたいと考えております。できれば来年度より、そういう組織を立ち上げて運営をしていきたいと考えております。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）そうしたら、たしか管理組合で当初のあれが１０万で、月々１,５００円というのは既に徴収はされているんですか。

○議長（大山　晃君）会計管理者。
○会計管理者（中　　豊君）まだその辺も、１０万円というお話でございましたけれども、本当にそれが要るかどうか再度検討させていただいて、立ち上げたいと考えております。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）これは少し残念な話ですけれども、前から私が指摘しているんですが、販売ルール、建築ルールが厳しくて購入をやめたという人の話をよく聞きます。ここでは名前を挙げませんけれども、具体的に３名ほどはいるかと思います。私が知っているだけなので、ほかのところにも結構いるんじゃないかなと思っていますが、そういったルールが厳しく、購入をやめた方はどのくらいいるかというのは把握されているでしょうか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）現在、コモンパーク上毛彩葉の販売に際しましては、上毛町建築協定条例第２条の規定に基づきまして、建築物の敷地、それから位置、構造、用途、形態、意匠、また建築設備に関する基準を協定書の中で示しておりまして、その内容を定めたまちづくりガイドラインに沿って、コモンパーク上毛彩葉のまちづくりを行っているところでございます。
　このまちづくりガイドライン等を遵守できる方、要するに守れる方に、購入の販売促進をしているわけでございますので、その過程で断念した方がいるかもしれませんが、これは彩葉のルールですので、まちづくりをする観点から、できない方はお断りするしかないんではなかろうかと思っております。
　あと、販売会議の中で、建築基準が厳しいことが原因で購入をとりやめたという話は聞いておりませんし、購入をやめた件数につきましても、私どもは承知しておりません。
　以上です。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）このように一応、質問に購入をやめた話がどれほどあるのかと聞いておりますので、各メーカーさんに聞いていただけるものじゃないかなと思って質問しましたが、承知していないのならしようがないと思います。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）ちょっと補足でございますが、先ほど言いましたように販売会議には各企業が入っておりますので、その中で聞いた話で、先ほど申し上げましたように、建築基準が厳しくて、それが原因で購入をとりやめたという話はないということでございます。そこはあくまでも業者から聞いた話でございますし、また、うちもその件数については承知をしていないということでございます。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）あるかもしれないけれども、あえて話は聞いていないということでいいんですね。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）販売会議の中で業者が言っていますので、私どもは正式に業者からそういう話はないということでございます。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）業者もいろいろあるので、多分話はしていないんじゃないかなと思います。

　私はいろいろ業者さんだったりとか、購入者とか関係者の方にいろいろ聞いている中で、これはちょっとおかしいんじゃないかなというような話がありました。それは、建物を建てると、しない人もいますけれども、外構工事をします。要するに庭だったり駐車場だったりですね。その外構を大抵するんですけれども、調べていくと、その外構工事ができるのが１社しか認められていないと。しかも、その１社というのは、福岡の業者だと。
　よくよく聞くと、大抵あのくらいの面積なら外構工事では１００万ぐらいだと。ところが１社独占になってしまっているから、１８０万から２００万ほどかかると。７７区画だと、掛ける１８０万だとして、１億３,８６０万円の金額なんですね。その大きな金額が１社でしかできないというのはおかしいんじゃないかという話をよく聞くし、かなり不信感を持たれている方が多いと聞いています。
　宅地造成事業、２４年度、２５年度と２年度の実績で３億７,９０８万です。それに比べても外構は７７区画で、仮に平均的な１８０万円だと１億３,８６０万。なぜそのようなルールになっているのかと。
　また、地元の企業さんが地場育成のために、ここしかだめですよというならわかるんですけれども、なぜわざわざ福岡の業者が１社独占になっているのか。その辺はどういうことですか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）ちょっとどういうことか、私は理解できないんですが、あくまでもこれは建築主、要するに家主が発注いたしまして外構工事を頼むわけでございますので、全体で１社という意味がちょっとよく理解できないんですが。基本的には、家を建てる方が外構工事を発注すると思っていますので、うちのほうはそこまで縛りをかけてはいません。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）一度、よく聞きとりなりして調べていただけたらと思うんですね。

　これは建設関係の、実際そこに入っているメーカーさんから聞いたんですけれども、いわゆるアーバンセクションが紹介した１社しか外構工事を認められていないと。ですので、大体建築メーカーさんは、囲いと言ったら悪いですけれども、下請けの外構屋さんを地元に持っていると思うんですが、それも使えないと。１社しかないから金額も高どまりしてしまうと。
　そういうことですので、もし把握されていないようであるならば、その辺をちょっとどうなのかということを企業さんに聞いてもらっていいですか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）この件につきましては、業者等に確認をしたいと思っております。
　以上です。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）やはりそういった販売会社も購入者も不信感を持つようなことはよくないと思いますので、もし理由があるなら、その理由を今度は明確にしていただきたいし、変えられるものなら変えていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。

　ところで、今年度から新規参入企業を募集するとありましたが、新規参入企業はあったんですか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）販売代理業者の件でございますが、当初１３社でございました。現在１２社のハウスメーカーと販売代理契約を締結いたしまして、販売促進に努めているところでございます。以上のことから、新規参入はございません。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）つまり、１３から１２に減ったということは、１社が撤退されたということですか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）１社の撤退ということでございます。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）コモンパーク上毛のお話は以上で終わります。ぜひ先ほどの外構工事の件、福岡の１社独占というのは、私はちょっとおかしいのではないかと思いますので、よく調べていただければと思います。
　次に、大池公園周辺施設の指定管理について質問いたします。
　大池公園周辺ということで、大平楽、手づくり村、運動公園が昨年度より３分割され、指定管理されております。それぞれ管理状況について説明をお願いします。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）まず、大平楽、手づくり村の管理状況ということでございますが、管理計画書によりまして、毎月ごとの収支状況、それから利用状況等を町に提出してもらっており、その都度我々職員も確認しております。
　大平楽につきましては、改善があれば指導等も行っています。それから、大平楽につきましては今後、検証委員会を開催いたしまして、財務諸表に基づく経理状況を検証して、必要な指導、助言を行ってまいりたいと考えているところでございます。手づくり村につきましても、その都度、改善あるいは指導を行っているという状況でございます。
　以上です。

○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）運動施設につきましては教務課所管となっておりますので、御説明をさせていただきます。大池公園多目的運動広場及び健康増進施設につきましては、平成２５年４月から公益社団法人豊前・上毛シルバー人材センターと指定管理を結び、管理を行っておるところでございます。
　前指定管理者、株式会社果樹農園森の風と比較いたしますと、指定管理者が行う各設備の修繕、管理上必要と思われる原材料の購入、それから、各種備品の整備など、健全な管理を行っておるところでございます。また、利用者についても、わずかではございますが伸びている状況でございます。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）それでは、運動施設の件ですけれども、シルバー人材センターにかわったときに、事業計画の第一義に、町民スポーツの振興、体力、文化の向上に寄与できるように施設管理を行うとありましたが、具体的に何かこのようなことをできるような取り組みはあったんですか。
○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）自主事業の範疇になろうかと思いますが、シルバー人材センターで自主的な事業を行っているものは今のところございません。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）では、手づくり村の件ですけれども、たしかあそこは農村レストラン的なことをされると聞いておりましたが、時々あいていたり閉まっていたりとかが多いと感じます。また、ステージ横のトイレが大体いつも平日昼間でも閉まっているなと思っていますけれども、その辺のことはどうなっているんですかね。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）手づくり村につきましては、ＮＰＯ法人に指定管理をしておりまして、現在、地元農産物を使った定食等を提供しているわけでございます。トイレ等につきましては、ちょっと確認をとりますが、一般的にはあいていると私は認識していますけれども、営業中に閉まっているということがあったということでしょうか。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）私も昨日ちょっと寄ってみたら、確かに閉まっているなと。それはある方から聞いた話ですけれども、何か中で、外部の方が来てトラブルがあって、その予防のためにもイベントがないときは閉めているというふうなことを聞いております。

　確かに、あの狭いエリアにトイレが二つあること自体おかしいなと思うんですけれども、もし使わないなら使わないで、こちらにもトイレがありますよというような表示ぐらいしたほうがいいんじゃないかなと思っています。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）お気づきの点は、そのように管理者に指導してまいりたいと思います。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）それでは大平楽の件ですけれども、集客状況、経営状況はどういう感じでしょうか。温泉館とさわやか市とログハウスを、エイトさんが管理していたと思いますが、よろしくお願いします。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）平成２５年度の大平楽の集客ということでございますが、まず温泉館、さわやか市、レストラン等の全体施設ということで、５３万７,７９８人でございます。１年間の収支は、同じく全体施設で２,６９３万４,０００円の赤字となっております。
　それから、平成２６年度では同じく全体施設で、４月の収支につきましては２６万８,５８２円の赤字、５月の収支は２０４万２,０００円の黒字、６月の収支は２０３万８,０００円の赤字、それから、７月の収支は２０７万円の赤字となっております。
　次に、集客の状況ですが、同様に全体施設で４月に５万２,１７７人、５月は４万９,６２３人、６月は４万３,２５３人、７月が４万１,６９１人となっております。
　以上です。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）それでは、先ほど全体的な話と伺いましたが、温泉館、さわやか市、ログハウス、それぞれの収支的な分はどのようになっておりましょうか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）２６年度ということでお答えしてよろしいでしょうか。

　温泉館につきましては、４月が１１０万３,０００円の赤字、５月が４２万１,０００円の赤字、６月が１６８万６,０００円の赤字、７月が１９７万４,０００円の赤字でございます。
　それから、直売所のさわやか市でございますが、４月が３９１万１,０００円の黒字、５月が３３５万２,０００円の黒字、６月が９９万８,０００円の黒字、７月が８４万円の黒字です。
　それから今、申し上げました金額につきましては、本体部分の人件費とか光熱費、要するに電気代とかトイレの維持、合併浄化槽の管理関係などは含まれておりませんので申し添えます。

　以上です。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）ちなみに、さわやか市の売り上げ分に関しては、小倉のアンテナショップをエイトさんがして、売り上げも同じ口座に入っていると思いますが、その数字は、さわやか市プラスアンテナショップの売り上げということでよろしいですか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）まことに申しわけございません。そこまで把握できておりません。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）済みません。確かに担当課長が不在ですので。

○議長（大山　晃君）産業振興課長。
○産業振興課長（永野英憲君）今、宮崎議員がおっしゃられた質問につきましては、今の数字の中にアンテナショップの売り上げが入っているかどうかということでございましょうか。

○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）それについては、ちょっと私のほうも把握はしておりませんが、アンテナショップにつきましては、平成２５年度には約６８３万３,０００円の売り上げがあっております。平成２６年におきましても、現時点で約２９０万円という売り上げがあっておるということで報告をさせていただきます。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）よく出荷者の皆さんに聞くのが、本体、さわやか市の売り上げがかなり落ちていると。ただ、アンテナショップが好調だから現状維持かなとよく聞かれますので、かなり本体が苦戦しているんじゃないかなと。それと反対に、かなりアンテナショップが好調なんだなと思っております。後でわかれば、その辺のアンテナショップがどれくらいなのか、本体がどのくらいなのか、また教えていただければと思います。

　あと、新しい管理者になって、やっとのことで、いろいろな増築された部分を町の予算で解体していったんですけれども、最近また見ますと、プレハブ施設だったり増改築が行われていますが、これはどのような条件で許可したのでしょうか。契約期間が過ぎれば、どのようにする約束なのかというのをお尋ねいたします。
　前管理者の増改築は引き継ぎでもまた問題を起こしていますので、許可した理由と契約後の約束はどのようになっているか、お答えください。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）多分、バスの運転手の控室の関係ですかね。今までありましたバスの運転手の休憩室の関係と思いますが、これにつきましては、たしか前年において許可を出していたと思っております。その工事を今、やったんではないかと。ちょっと済みません、正確には覚えていませんが、そういう状況で前回、許可を出したと思っております。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）その辺、重要な話になると思いますので、またわかりましたら、お知らせいただければと思います。

○議長（大山　晃君）会計管理者。
○会計管理者（中　　豊君）今のは、ジェラート、ソフトクリームを売っている場所の改修ということだと思います。それにつきましては、あそこは補助事業、補助対象の施設になっておりますので、その改修内容につきましては県に一応協議をさせていただいて、こういう内容ならいいというような許可をいただいて、今、総務課長が御答弁させていただきましたように、許可を出したということでございます。
　それと、はっきり私も覚えておりませんが、最終的に指定管理が終わった場合、もしそれが要らないということになれば、また原状復旧ということでのお話はされておると思います。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）今、エイトさんが管理されておりますが、願うことならばしっかりといい形で期間満了していただき、うまく運営していただきたいんです。そういう思いも前管理者のときに持っていましたが、実際はそうではなかったんです。
　そのときの、平成２５年６月の鶴田町長の反省の弁として、前管理者の関係の弁は町の指導性ということで、指定管理者の適正な把握と指導が不十分であったので、責任の一端は行政にあることは否定できないと反省しております。その点を踏まえて、坪根町長はよくビスマルクの言葉で「愚者は経験に学び、賢者は歴史に学ぶ」ということをよく言われております。上毛町もそういった歴史を踏まえて、この指定管理の対応をどのようにされていこうとお思いですか。町長、お願いします。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）やはり最初のボタンのかけ違いが、非常に後々まで響いてくるんだなと思っております。今さらそれを言ってもしようがないんですけれども、とにかく過去のあしき流れを全部１回リセットして、プレハブもやっと撤去されたわけで、幾らかすっきりはしたんじゃないかと思っていますので、今からのエイトに期待をしてまいりたいと思います。我々も気づいたところがあれば、おかしいなと思うところがあれば、苦言を呈して物を言ってまいりたいと思っています。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）それでは、町も町民もよその方も、やはり上毛町に大平楽があってよかったと思えるように、行政にしてもしっかりと指導管理をしていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

　続きまして、住民サービスの向上ということで質問いたします。
　役場を訪れた方のために、前からワンストップサービスをしようということを言われておりますが、いろいろ話を聞くと、何か問い合わせをしたら、総務課に行って、何とか課に行って、あっちの課に行った、３ストップぐらいになったとかいう話をよく聞きます。ワンストップサービスといっても、やはり住民の方たちは何課に行ったらいいか、なかなかわかりません。確かに看板は出ていますけれども、看板ではやはり全ては網羅できないと思うんですね。
　そういった中で、総合案内係とか総合案内ブースといったものを置けば、私は住民サービスの向上につながり、ワンストップサービスが実現できるのではないかなと思います。そういった検討はいかがでしょうか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）今年度の新課設置に伴いまして、先ほど御指摘がありました庁舎内の各課案内のつり看板を色別に設置いたしまして、あわせて係名も記載し、来所者に対しましてわかりやすい案内をしているということでございます。まず、子育て関係につきましては、新課設置に伴いまして、ワンストップサービスの一環ということで、長寿福祉課、それから子ども未来課、それから教務課学務係を、今年度から配置がえをいたしまして、町民の方が子育て関係の各課に移動せずに相談できる体制を整備したところでございます。
　御指摘の点の、案内係及び専用ブースの設置ということでございますが、これは議員も御存じと思いますが、まず案内係につきましては、住民課のカウンターの上に総合案内の看板を設置しておりまして、かつ、つり看板も設置して、現在、住民課の生活窓口係が対応しています。また、職員が来庁した方につきましては目配りをいたしまして、その場その場で対応をしていると私は認識をしているところでございます。
　以上のことから、専用ブースにつきましては生活窓口係がカウンターで対応をしておりますので、新たな設置は考えていません。あわせまして、新たな案内係員、要するに人員の配置も、いろいろな面で困難ということで現時点では考えていないということでございます。
　以上です。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）私も何度か役場には行っているんですけれども、そのような状況だということを私も気づかず、このような質問をし、大変申しわけございません。ただ、やはりもう少しわかりやすくできたらなと。どんと真ん中に案内係、入って左なら左ですよみたいなことをしていただくと、またさらによくわかるんじゃないかと思います。
　私がこのワンストップサービスをしていただきたいのは、もちろん住民のためはあるんですけれども、これは回り回って職員のためじゃないかと思います。というのは、いろいろ民間企業と比べて、行政の配置は不思議だなと思うんですよね。全てオープンスペースでやられて、町長室、副町長室以外は全てオープンなので、あれほど個人情報とか扱っているのに、この形でどうなのかなとちょっと思ったりもします。
　そういった中で、スリーストップするということはそれだけ、ツーストップ分、職員が無駄な時間を割くということであり、仕事も中断されるということです。仕事に専念すれば、前回のような不祥事も減らせるのではないかなと思います。ぜひさらなるワンストップサービスを充実させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
○議長（大山　晃君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）それでは、ワンストップサービスという形とは少し違いますが、住民課で、出生届、死亡届、転入届等を提出した方には、その都度、そのほかにも必要な手続がありますよという案内は全てやっております。そのときに、いろいろな冊子をつくっておりまして、出生届を提出された方にはこれを渡す、亡くなられた方にはこれを渡すと。そして、さらにどのような用件なのかを前もって担当課に連絡をしております。そして、そちらに行っても手続がスムーズに、一度の来庁で終わるような対応はずっと続けております。
　以上です。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）以上で、私の質問は終わります。

○議長（大山　晃君）ここで暫時休憩をいたします。
　午後は１２時４５分から開催いたしますので、よろしくお願いいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　休憩　午前１１時４０分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再開　午後　０時４５分
○議長（大山　晃君）時間になりました。引き続き、会議を再開いたします。
　９番　古野議員より、午後より欠席の旨の届け出がありましたので、御報告いたします。
　ここで、初日に指名した会議録署名議員である２名の議員が現時点で１名となりましたので、会議規則第１２５条に規定されています２名の署名議員を保持するため、会議録署名議員を追加して指名いたします。
　本定例会の会議録署名議員に、１１番　増矢議員を指名いたします。
　ここで、午前中、宮崎議員に対する答弁漏れがありましたので、会計管理者より答弁をいたします。
　会計管理者。

○会計管理者（中　　豊君）では午前中の宮崎議員の答弁漏れということで、４点ほど私のほうで把握しておりますので、答弁をさせていただきます。
　１点目はコモンパークの植栽でございます。これについては今、１２社のメーカーで販売をしているわけでございますけれども、この植栽の設計に関しては、プレゼンにより古賀緑地建設が植栽について設計をすると。だから、業者さん、販売業者等含めて設計ということです。あと、植栽の施工については地元業者でも構わないということでございますが、以前、２５年６月、２６年３月に地元業者に御相談を差し上げておりますけれども、手が挙がらないというようなことでございます。
　もう１点、手づくり村のトイレでございますけれども、上のほうについては、日ごろは宮崎議員がおっしゃったように閉めておりますと。イベントのときだけ開放しているという状況でございます。
　もう１点、さわやか市の売り上げでございます。先ほど総務課長の答弁の中で、その中に含まれているのかということでございますけれども、アンテナショップの売り上げが入っているということでございます。売り上げにつきましては、ちなみに一月２０万程度ということでございます。
　あと、大平楽の改修でございます。これにつきましては、指定管理終了後に原状回復するという協定になっております。それで許可をしております。

　以上でございます。

○議長（大山　晃君）答弁漏れの答弁が終わりました。

　３番　三田議員、登壇ください。
　三田議員。
○６番（三田敏和君）午後一番、トップバッターは６番議員、三田敏和です。一般質問をさせていただきます。
　町長は９月議会の提案理由の説明の冒頭、９月３日、第２次安倍改造内閣が発足し、新体制が固まったと。それから安倍首相は、先般６月には日本の稼ぐ力を取り戻すと宣言して、新成長戦略ローカルアベノミクスを打ち出し、地方全域まで広げようとしていると。しかし、集団的自衛権の行使の問題に加え、消費税増税と諸問題があり、大きな正念場にあると。町としては、政府のアベノミクス効果の全国への波及や、人口急減問題に積極的に取り組む姿勢は一定の評価をするが、ローカルアベノミクスにおける、やる気のある地域に集中的に政策支援を投入して、政策効果を最大限に上げるということで、市町村や県境を越えたプロジェクトを創築するための産学官金の全てのネットワークの構築や、さらに特産品の地域の資源を生かし、ブランド化を国が積極的に支援するふるさと名物応援制度創設等、国と連携し、地域活性化につながる制度を十分に活用しながら、本町の根幹を揺るがしかねない少子化危機への対策強化を行い、過疎化の進行を食いとめたいと述べております。
　そういう中で、人口増につながる資源に積極的に投資をすることは、ひいては町の発展に貢献できると歓迎したいと考えております。その考えを基本に、３点の質問をさせていただきます。一つは上毛ＰＡについてであります。そして、人口増に向けて、職員の心、体の健康状態ということで、詳細な質問については自席で行います。どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）上毛ＰＡについてであります。
　豊前市の一部を除き、来年３月の開通を目指し、急ピッチで工事が進んでいると聞いています。椎田道路も８月８日から開通し、みやこ豊津、築城、椎田、椎田南ゲートも完成を間近にしております。行橋インターチェンジから、みやこ豊津インターチェンジは、年度内開通予定として、記念マラソン大会が１１月２３日に開催予定で、いよいよ機運が高まっているところであります。
　みやこ豊津インターチェンジから上毛スマートインターチェンジまでの６インターチェンジの間は、定時間内に自由に乗りおりできるよう国に意見書を出すなど、地域は期待と通過の不安にさいなまれています。
　そういう中で、６月議会で町長は、上毛インターチェンジのパーキングエリア化について、直近の重要課題として取り組む答弁をされました。ＮＥＸＣＯ西日本においても、地域とともに発展するエリアを目指して、ＳＡ、ＰＡの地域への開放と、地域特産品の提供機会を拡大するなど、ＳＡ、ＰＡを地域交流の場としての活用を通じて、地域社会の発展に寄与するとしております。その一例が、ウエルカムゲートでしょう。また、新鮮野菜直売所や野菜村などをオープンさせると。

　そういう意味でも、地域の知恵が取り入れられた九州一輝くＰＡ上毛が誕生する、夢から現実への岐路は、この１年、長くても１年半の間だろうと考えております。ここしかない芸術文化と夢が楽しめるＰＡをつくろうではありませんか。そこで欠かせないのが品質、すばらしいもの、納期、いつできるなどを考えています。

　そういう観点から質問をさせていただきます。１番目、来年４月には東九州は豊前の一部を除いて、大分まで開通するという見通しでよいのか。そのとき、上毛のＰＡはどのようになるのか。まず、その点の答弁をお願いします。
○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）それでは、来年４月に東九州自動車道が、一部の地域を除いて開通するかという見通しでございますが、議員御質問のとおりでございまして、豊前市の一部を除きまして、来年の４月には北九州から椎田南まで、さらには豊前インターから宇佐別府道路を経て、宮崎方面まで開通するという計画になっております。

　以上でございます。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）椎田南からおりて、また豊前で乗るんですね。わかりました。

　そういうことで、その時点での上毛のＰＡ、スマートインターチェンジの付近の状況はどういう状況なのか、御説明いただきたい。
○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）上毛のＰＡ、あるいはスマートインターチェンジ付近につきましては、来年の３月いっぱいで全ての事業を完了し、４月以降、通行を可能な状態にするということで今現在、事業に取り組んでおります。

　以上です。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）ということは、地ならしだけできて、建物という面からいうと、どのような形になるのでしょうか。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）上毛ＰＡにつきましては、西日本高速道路株式会社が事業を実施しておりまして、その部分につきましては、トイレ、あるいは数台の駐車場ができるという話を聞いております。それプラス自動販売機等の設置も検討されていると聞いております。

　以上でございます。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）そういう状態の中で、とにかく通過が可能になるということだろうと思いますが、そういう中で町長が進めようとしている上毛ＰＡの建設計画は、３月時点でどのような絵が描かれているのか。その点を御説明いただきたい。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）上毛ＰＡ付近の整備計画の状況ということで、平成２５年１２月に利活用の組織を立ち上げまして、下部組織であります作業部会で現在、検討がなされております。そういった中で、１９案というたくさんの案が出され、それを現在４案にまとめ、さらには２案まで絞り込んで、全体構想の絵を描いている状況でございます。
　今後につきましては、できるだけ早い時期に全体計画をまとめまして、御説明できればと考えているところでございます。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）町長が６月議会で、徐々に整備した結果、すばらしい姿に仕上げるという答弁を議会だよりに載せているのは、皆さん御承知のとおりだと思います。
　そういう中で、早急にということが今、建設課長から答弁されましたが、事実、完成予想図と日程を早く出すということが一番不可欠ではないかなと思うわけです。最短の時期にそれを出すと。それが、地域から、また全体から求められている。上毛町を売り出すためにも、そこが基本となると思うんですね。
　その辺について町長、お考えをお願いします。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）議員御指摘のように、これを整備するに当たって、やはり完成予想図、日程、さらには予算が伴うということになると思いますので、これらを十分精査しながら、できるだけ早い時期にお示しをしていかなければならないと思っています。課長の答弁の中にありましたように、来年春には豊前の一部を除いて開通いたしますし、それまでには青写真を示してまいりたいと思っております。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）まさにこの１年、１年半が正念場だと思うんですね。通ってしまって、徐々に時間がたつと、人間はものを忘れていくという状況では、すごく思い入れがあっても、それは流れてしまうと考えられますので、町長ぜひその開通までには、青写真を示して、いついつまでに、これはこういうふうにできていくというものをつくっていただきたいなと思いますので、そこはぜひお願いをしたいと思います。

　それから、今議会の補正予算で、野営訓練所跡地の整備計画が盛り込まれていると思います。もともとあそこは、水があったりなかったり、私が小さいころは干ばつで水がなくなり、ボートが湖面にそのまま取り残されたという状況もありましたが、最近は水が豊富で、一つの池、湖という形で、いろいろなところから見ても非常にすばらしい光景だなと思う中で、その跡地を整備すると。
　これは、私はＰＡの中の一部分に取り入れるべきだと考えておりますが、町長のお考えをお示しいただきたいのと同時に、中途半端な物づくりでは、結局、価値のないものになってしまうということで、その辺の町長の考え、入れ込みをお聞かせいただきたい。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）まずもって、この大池公園でございますけれども、東上の奥のほうから水をいただいておるということで、先人の御苦労と地域の皆様の寛大な心に感謝を申し上げたいと思います。

　この大池公園ふれあいの里全体は、国道１０号線の湯の迫温泉大平楽から多目的運動場を含めた一帯を言いまして、自然体験型の公園を平成５年より実施し、平成９年に竣工した、総面積約２４ヘクタールの公園でございます。既に完成から１７年が経過しておりまして、立ち木等も大きくなって、自然体験型といいながら、中に入ることのできない状態となっております。
　安全面におきましても、野営訓練所跡地、現アスレチック広場と駐車場は、のり面が洗掘され転石が露出しており、危険な状態であります。また、使用されていない電柱とか電線、今にも駐車場側に落下しそうな高い石碑等もありますし、アスレチック広場の位置も非常に高く、死角になる状態で、防犯上もよくないと考えております。
　そのことを考えると、早急に整備する必要があると思っておりますし、またＰＡ、ＳＩＣ利活用の点から考えますと、当然整備計画の一部でありまして、モデルになるような、議員御指摘のような中途半端ではない整備をしていかないといけないと考えております。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）最初に私が完成予想図と申し上げましたが、そのパズルの一部のものにぜひなっていただきたいと思うし、そういう形で結局、周りを全てやっていくと、後で手がかからずに次の工事ができていくということになると思うので、建設課長、その辺も踏まえてぜひやっていただきたいと思うんですが、いかがですか。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）議員御指摘のように、行政サイドといたしましても、そういう気持ちで業務に取りかからせていただきたいと思っております。

　以上です。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）先ほど計画という中で、職員を挙げて１９の項目から、今２案まで取り組んでいると。それは職員のたゆまぬ努力でこういう形になったんだろうと思いまして敬意を表したいと思いますが、この中に、井の中のカワズではなくて、もっともっと広い見地から、町民あるいは町外を含めて御意見を取り入れるお気持ちはありませんか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）御指摘のように、このプロジェクトというのは単なる整備ではなくて、東九州に初めて高速が開通するという歴史的な瞬間、我々はこの瞬間に遭遇する千載一遇のチャンスとも捉えております。チャンスをしっかりつかむのか、あるいはスルーしてピンチにしてしまうのか。それはやはり行政の取り組みいかんであると思っております。
　公募という考えでございますけれども、現時点でいえば、危険性が高いのではないかと思っております。これまで本町で成功例もないわけですし、我々は身命を賭してというと大げさになるかもしれませんが、まさに金や地位や名誉というもののためだけではなくて、町及び町民の将来のために心を一つにして頑張る集団が今の上毛町の行政、そして、そういう意味でのプロ集団と認識しております中で、今、このチームで方向性を打ち出しているところです。課長が答弁申し上げたとおり、間もなくその構想もお示しできると考えておりますので、状況を見守っていただければと思います。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）公募は今、考えていないということです。それはそれでよろしいのですが、そういう中で、先ほど跡地の問題を整備する中で、建築家の方にいろいろお願いをしておるということも聞いておりますので、そういう中でアドバイス等を受けられるようなことも含めて、そういうお考えはないのか。その辺はいかがですか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）その件につきましては、やはりいいものをつくろうとすれば、例えば九州一とか日本一を目指そうとすれば、九州の情報、日本中のすばらしい情報をやはり調査して、現地に行って確認をしないといけないと思うんですね。そういう意味においては、行政からそういうところをこれから徐々に調査しながら、そこに負けないようないいものをつくっていきたいと考えております。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）そういう意味で、もっともっと職員の方、課長を含めて、もう少し心にゆとりを持って、そういうところに行けるような状況をつくっていただきたいなと思っております。後で関連した質問を通告しておりますが、ぜひ遊び心を持っていって、いろいろなものをつかんでほしいと思うので、その辺は職員の方々は気にすることなく、ぜひいいところに行って見ていただきたいし、二番煎じをつくるのではなくて、これよりいいものをつくるぞという気概を持って、ぜひ臨んでいただきたいなと思います。
　私は昔、大池の池の上に特設野外ステージをつくって、今のログハウスからふれあいの家の辺の急斜面を利用して、あそこから観劇ができるという夢を持っていました。実は旧大平村のときに、そんな思いを持っておりました。夢が描けないと実現はできないと思うわけで、私は途方もない夢も描いていいと思うんですね。そういう夢から現実に少し近づけるものをつくっていただきたいなと思うので、町長の意気込みをもう一度お聞かせください。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）議員のエールを送っていただいたとも受けとめておりますけれども、最後までコンサルを得ないということではなくて、やはりコンサルを見きわめる力を行政が持たなければならんということで丸投げするつもりはありませんし、しっかりと行政は情熱を末端まで今から送り届けて、それから一つにして、すばらしいものをつくってまいりたいと考えております。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）ということは結局、職員の見る目がいかなるものかということが問われると思うんですね。そこを十分、いろいろなところで学んでいただきたいと思っています。

　それから、２番目の質問に入ります。
　人口増に向けてということでありますが、ことし２月に内閣府が、目指すべき日本の未来の姿についてと題して、資料を公開いたしました。それによると、日本の人口は、現状の出生率のまま推移すれば、２１１０年には４,３００万人になると。現在、１.４３の出生率が、もしも人口維持に必要な２.０７に上がったとしても、約９,１００万人となると。
　ここにいる方は皆さん、１００年先は恐らくいないと思いますが、１００年先のことはわからないととってのける方もいるかもしれませんが、統計的な人口推移の予測は極めて精度が高いと言われています。先進国で人口が減るというのは、自然な形態をとっているという声もありますが、それは認識不足で、数だけの問題ではないからであります。高齢者ばかりで若者が少ない、いびつな人口構成の国では、年金や医療など社会保障はどうなるのか。若い労働者が乏しければ、その職業も人手不足になり、国防も治安維持も危うくなります。既に後継者不足で衰退している農業などの第１次産業は立ち行かなくなると考えます。
　労働者も消費者も減るので、ＧＤＰはおのずと低下し、国力は衰退の一途をたどると考えられます。民間の日本創生会議が中央公論６月号の中で発表した、ストップ「人口急減社会」も、各界に大きな衝撃を与えました。このままでは人口が激減し、前回の議会で宮本議員が一般質問で御指摘したように、実際の半分に当たる８９６の自治体が消滅可能性都市となると。近くでも、みやこ町、築上町が当該自治体であります。当上毛町はいつそうなっても不思議ではないと。外国人労働者の移住を積極的に受け入れるという声もほかではありますが、そうは簡単にいかないという状況があるように思います。

　出生率２.０７というのが、どれほど厳しい数字か認識をしていただきたいと。日本人の若い世代が３人の子供を持ちたいと願い、そのためのコンディションが整わない限り、まず実現不可能であると思います。税制優遇や子育て支援の対策ぐらいでは、今の空気が変わるとは思えないということがいえるのではないかなと思います。
　そういった中で、全国知事会が少子化非常事態宣言を採択いたしました。町長、このことについて、どのようにお考えですか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）この件は少子化問題ということで、重大な問題ととらえております。ゆえに、４月に子ども未来課を設置して、子ども・子育てに特化して、この局面を乗り切っていけるようにとは考えておるわけでございます。ただし、私の信条としては、常に申し上げておりますように、大人がもっとしっかり頑張って、夢を語り、汗を流し、また実現するというような手本を示すべきと考えておるわけでございます。

　この少子化非常事態宣言の宣言文の中段にある、時代を担う子供たちが将来に希望を持てなくなってしまった責任というのはまさに大人にあるわけで、全国が足並みをそろえて画一的に取り組むということも大切かもしれませんが、私は地域が独自の特性を生かしたスケールの大きな個性豊かな取り組み、そして成功事例を示すべきと考えております。全国的にわざわざ集まって会議をするようなことは、私はさほど効果があるのかなと思っておりますし、地域で改善策を考えるべきと思っております。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）少子化対策に特化すると、前回も町長は答弁をされております。非常に重要な問題でありますが、九州でここしかないという輝きを出すべきだと思うし、そしていろいろな事例を学ぶべきです。

　九州一輝くという、今の目玉は何かと言われたら、町長、どうお答えになりますか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）目玉は何かと言われれば、私よりも各課長に聞いていただければわかると思いますけれども、先ほどから議論されておりますＰＡの利活用なのかなと思います。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）各課長に答弁してほしいと言われましたので、答弁してもらいたいと思います。子ども未来課長、どうでしょうか。

○議長（大山　晃君）子ども未来課長。
○子ども未来課長（岡崎　浩君）少子化という問題だけでとらえますと、全国的に有名なのは奇跡の村といわれます長野県下條村がございます。また、九州では合計特殊出生率だけで申し上げますと、西米良村あたりが２.８８とかなりのものがあります。

　そういった部分の取り組みもアイデアの一つであるとは思っておりますが、当町でもかなり同様の取り組みを進めておる部分もございますので参考にしながら、町長が先ほど御答弁申し上げたように、地域で考えていくという部分を膨らませていきたいと思います。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）課長の皆さんがぜひ町長に、町長の考えはおかしい、私はこうだと言えるようにならないと僕はいけないのではないかなと思いますが、町長、いかがですか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）まさにおっしゃるとおりだと思っております。うちには優秀な課長がそろっておりまして、常に下から檄を飛ばされております。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）そういう中で、私は働ける場所があるというのも、とても重要なことだと思っています。企業誘致も手をこまねいているわけにはいかないと思います。土地が塩漬けになるというようなことを言われることもありますが、地権者から承諾をもらうなど、企業立地条件を最大限に生かすＰＲをしていただきたいなと思います。もちろん少数精鋭でやっている中で、非常に手が回らないことがあるかもしれませんが、今、やっていかないと、私は次につながらないと思います。
　私は、どこにそういった答えを求めたらいいのかなと思いますが、誰が答弁できますか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）企業誘致対策ということで、これは企画情報課になりますが、私から答弁させていただきます。

　まず、この件につきましては、土地開発公社、また事務局におきまして現在、企業誘致の適地の検討は行っておりますが、その土地の性質、要するに保安林については解除申請、それから農地については農業振興地域の除外、それから同じく農地につきましては農業委員会の転用許可等も必要であります。ある程度の候補地はございますが、誘致に必要な用地の確保は現時点ではまだ残念ながらできておりません。
　今後につきましては、企業誘致の情報収集を行いながら、公社役員会で協議あるいは御指示をいただきながら、事務局としては将来的に用地の確保に努めていきたいと考えているところでございます。
　以上です。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）先般、玉名市に我々議会で議員研修で行ったんですけれども、そこで企業立地課というのがありまして、町がある一定の区画を確保しているんですね。それは買っているわけではないんですよ。市有地ではないんです。税金は市民が払っている。そういう状態で土地を確保しておりました。企業に立地条件等、うちはこういう利点がありますということを打って出て、企業訪問をしながら、まず玉名市を知ってもらうと。そして、玉名市を知ってもらったら、玉名の状況は何だということを打って出るというような企業立地課を設置しておりました。

　まねすることはいいんですけれども、その考え方は非常に重要だと私は思うんですね。そういう思いを持ってやっていくべきではないかなと思いますが、いかがですか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）御指摘のとおりだと思います。また、町長におかれましても、トップセールスを行うということでございますので、私どももそういう観点から業務の遂行を行っていきたいと考えております。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）そうですね。玉名市もトップセールスで、これぞというときは市長が行って、頑張って誘致を引き出すということもやっておられました。今現在は、太陽光で非常な面積をとられるということを危惧はしておりましたが、そういうよそにない手法をとって、インターネットから企業の情報をどんどん引き出して、こういうところにうちの土地が生かせるんじゃないかと。今、あそこは一部上場で、今年度非常に業績がいいと。そこに行って、どうぞうちに来てつくってくださいとするというようなことをお話しされておりました。そういう見方をぜひやっていただいて、企業誘致の一つの考え方、手法にしていただきたいなと思います。
　それから、私は支え合うという観点から、人間の基本的単位は個人ではなく家族という意識を国民が共有することが、少子化対策の一つの考えではないかなと思っています。家族の中で子供は生まれ育つということから考えると、婚活というか、家族の根っこをまずつくらないと、少子化の理論は成り立っていかないのではないかなと思うわけです。婚活とかお見合いというのを、ぜひ進めていくべきではないかなと。
　先ほど町長が、国に頼ることなく、地域でできることは地域でやるとおっしゃいましたが、このことはまさしく地域でやれることだと私は思っているんですね。婚活パーティーとまでいかなくても、ぜひ昔は、おせっかいおばさんがその辺にたくさんおりましたよね。ああいう人たちを育てるとか、激励するとか。もしかしてお見合いが成立したら何らかの報酬を出すとか、それはちょっと、私の突発的なあれでございますが、ぜひそういう努力をすべきであると。それが地域の自助努力ではないかなと、私なりの考えはそう思っているんですね。

　その辺を、これは町長に聞くのはどうかと思いますが、町長、いかがですか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）おっしゃるとおりで、基本は家族であるということに私も異論はございません。婚活というのは、まだ私の中で考えが及ばないんですけれども、ただ、やはり責任がありますので、紹介するのはいいんですが、離婚率も高いですから、後々問題、責任が行政に来ないのであれば、そういったことも考えていかなければならんと思っております。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）てっとり早く、地域のおばさんをつくるのがいいのかなと私は思っております。

　そういう中で、上毛町の中で適齢年齢期の人がどのくらいおるのか。もしくはと私はふと思ったんですが、どうなんでしょう。
○議長（大山　晃君）子ども未来課長。
○子ども未来課長（岡崎　浩君）別の観点でお答えさせていただきたいと思います。一般的に合計特殊出生率を算定する場合に、１５歳から４９歳をカウントいたします。そちらのほうでお答えいたしますと、女性が１,３４４人います。ですから、概ね男女が同数だとしたら、それぐらいの数だろうということです。人口動態はそういうことです。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）雑駁な数字でございますが、それにしても１,３４４人いらっしゃるわけです。ぜひ私は地域でそういうことを進めていきながら、少しでも地域に残っていただいて、この地域で営み、子供を育てていくという環境をぜひつくっていただきたいと。
　そうしないと少子化になって、学校も危なくなるんじゃないですか。もう学校を一つにせないかんというようなことにならないように、教育長にそういう答弁を求めてもちょっとあれですけれども、そうなると思うんですね。ぜひそれを考えていただきたいなと。
　確かに、離婚率が高くてというようなことはありますけれども、私は結婚相手を見つけるのも、本当に天文学的数字の確率ではないかなと思いますので、ぜひその点は努力をしていってもらうように声かけをしたいなと。どこかの市か町には、婚活課があるのではないかなと思っているぐらいに、必要だと考える自治体は、私は数あると思うんですね。

　先ほど、出生率が高いところがあると未来課長が言われましたけれども、そういうところの事例も、一つは何らかの形で参考になるのではないかなと思ったりもしておりますので、ぜひその点、よろしくお願いいたしたいと思います。

　それから、人口をふやす中に、Ｉターン、Ｕターンで新たな人をふやすということが求められるわけです。そういう中で、中山間地域、私たちのところももちろんそうなるわけですけれども、今、有田地域が一生懸命頑張って、交流人口をふやす、いろいろな地域から人を呼び込むという努力をしておりますし、それからまた、西友枝のゆいきららも、まさしくそのとおりだろうと思います。そういう中で、一段目は来て遊ぶ、次はどこかに泊まってみる、次は本当に定住をしてみると。そして、より感性の高い、精度の高い人をより多く引っ張り込んでいただければと思うわけです。

　そういう観点から人口増、ＰＡをつくっていく中にも、それがつながっていくんだろうと思うんですね。その点はいかがでしょうか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）Ｕターン、Ｉターンの関係でございますが、町外者に対しまして、Ｕターン、Ｉターンをふやしていくには、当然のごとく町の特徴でございます中山間地域における田舎暮らしを、一つのアピールポイントとして行うことが有効であると認識をしているところでございます。
　平成２５年から採用しております地域おこし協力隊員を、本年度より田舎暮らし研究交流サロンのスタッフとしまして、サロンの運営管理、情報発信、それから地域と外部人材をつなぐ橋渡し役等の業務を行っているところでございます。この田舎暮らし研究交流サロンが今後、交流あるいは移住、定住促進の玄関口として、地域への橋渡しを行う定住施策のシンボルということで考えており、また現在も広く開放しております。
　Ｕターン、Ｉターン事業については、結論から言いますと、中山間地域の窓口は、地域おこし協力隊員とサロンを中心に行っていきたいと考えておりますし、これは補足でございますが、農業関係のＵターン、Ｉターン、ちょっと少ないかもわかりませんが、新規就農等につきましては産業振興課と連携をとりながら、事業を行っていきたいと考えております。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）何か答えていただけませんか。

○議長（大山　晃君）産業振興課長。
○産業振興課長（永野英憲君）今、総務課長から、新規就農については産業振興課と連携ということでございますが、農業だけに特化させていただきますと、Ｕターン、Ｉターンを考えた場合、まず現役世代において考えなければならないのは、本当に農業で御飯が食べられるかということだと思います。
　特にＩターンにつきましては、都市の住民の方が、上毛町、中山間地域に来て定住をするというようなことになっておりますので、今、言いましたように、新たに農業だけで中山間地域において生計を立てるのはどうかなと。かなり厳しいだろうと。議員御承知のように、中山間地域については今、獣害対策、また水稲の裏であります大豆や麦の生産が厳しいというようなところでございますので、そういうところでは本当に覚悟がなければできないだろうと思っております。

　それとあとＵターン者につきましては、一つ考えられるのは、現在、中山間地域で農業として生計を立てている農業者の御子息等が、よそから親元へ帰ってきて、それを引き継ぐということに対して、これは後ほどまた荒牧議員の御質問でも御答弁をさせていただきますが、そういう支援制度を考えるならば可能性があるのではないだろうかとは思っております。

　それと、今、新規就農者につきましては、農地中間管理機構で担い手への農地の集積を行っておりまして、人・農地プランの中心となる経営体にそういう気持ちがあって、入っていただくならば、新規就農でも可能性があるのかなとは思っております。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）農業だけを特化すると非常に難しい、厳しいという状況は、もちろん私のレベルで考えてもそう思うわけですけれども、そういう中で複合的ないろいろなことを絡める、あるいは農業とは全く関係ない、中山間地域をどう考えていくか、あるいはもしかして芸術家とかいう人のほうが、もっともっと住みやすいのではないかなと思ったりするわけですね。
　そういう中でいけば、やはりＩＴ含めて、津々浦々までいろいろな情報が届くようなことも必要でございますので、その辺もぜひ中山間地域の活用の中には考えていただきたいなと思います。光が届いていない地域がまだまだあるわけで、徐々には伸びていっていますけれども、まだまだ途中でとまっている段階でございます。やはり人口増ということを考えていくときに、インフラの整備は不可欠になってきておりますので、ぜひ総務課長、その辺ももう一度目を凝らして見ていただきたいなと思いますが、いかがですか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）今からの時代ということで、インフラ整備等は当然、必要と私も認識していますし、当然、将来的にはそうなるだろう、またならなければならないと認識しております。御指摘の点は十分認識しておりますので、今後また検討していきたいと考えております。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）次に行きたいと思います。職員の心、体の健康状態はということで御質問をいたします。
　仕事や職場生活に強い不安や悩みを抱える人は増加傾向にあり、心の不調による休職や離職もまた増加をしております。働く人たちがその持てる能力を発揮し、仕事や職場で活躍するためには、心の健康、メンタルヘルスマネジメントへの取り組みが一層重要になっています。心の健康管理には、一人一人がみずからの役割を理解し、ストレスやその原因となる問題に対処していくことが大切です。
　また、雇用する企業といたしましても、社会的責任の履行、人的資源の活用化、労働生産性の維持向上を図る上で、社員、職員のメンタルケアについて、組織的かつ計画的に取り組む必要があろうかと思います。
　今回の一連の職員の行動を見るにつけ、心身の健康が何よりも大切だと痛切に感じています。そういう中で職員の心、体の健康状態を、統括する総務課長、いかがお考えでしょうか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）質問書の中の、職員の心、体の健康状態の実態はどのように管理しているのかということでございますが、まず職員の心の健康状態につきましては、人事評価の各課長の面談におきまして、課長が把握していると認識をしています。また年に１回、１１月に自己申告制度によりまして、職員から私に直接メールによる報告ができる体制ができているところでございます。それから、平成２４年度には精神保健福祉士を招聘し、メンタルヘルス研修を実施したところでございます。

　それから、もう一つの職員の体の健康状態でございますが、これにつきましては年２回の健康診断を実施いたしまして、全職員の健康状態を確認し、健診結果が悪い職員につきましては、病院の先生あるいは保健師による保健指導を実施しております。また、その中で健康状態の悪い職員につきましては、毎年２名でございますが、福岡県市町村職員共済組合が主催するヘルスセミナー等にも参加させています。

　以上です。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）いろいろ手だてをしていただいている中で、結果的にいろいろな事象が起きてきていると思うんですね。表向きに私は、ある他の自治体では病気で休んだり心の病気で休んだりというのがあっても、うちの上毛町はそんなことないよと思っていたのですが、いろいろ感ずるところは、もしかするとあるのではないかなというのは、否めない実態ではないかなと思います。

　人事評価制度、それから課内会議、それからいろいろなメールで申告をするということをやりながらも、なおかつそういう実態、物を言えないという慢性的な環境が、もしかするとでき上がっているのではないかなと非常に心配をしております。
　そういう中で、メンタルヘルスというような講演会をやっているということで、広く周知をしていただいていると思いますが、そういうことを踏まえて、今の実態を町長、どのようなお考え、お気持ちでおられますか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）済みません、私のほうから答弁させていただきます。

　体の健康状態につきましては、先ほど申し上げましたように把握ができておりまして、随時、悪い職員につきましては、健康指導を行っているということでございますが、心の健康状態につきましては、本人からの申告はなかなか困難と思われますので、これにつきましては、課長、係長の面談、あるいは常日ごろのコミュニケーションにより把握できるものと考えておりますし、また当然、課長たちもそこら辺の気配りはしなければならないと考えております。
　以上が結論になりますが、詳細な件数等につきましては、個人のプライバシー等の関係がございますので差し控えさせていただきます。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）ということは、やはり心にそういう悩みを持っている方がいらっしゃるという事実はあるという認識でよろしいのかなと。総務課長は、もしかするとそうではないと言いたいのかもしれませんが。
　そういうことによって、本当に疾患になる手前で食いとめられるのが、実は大切なことではないかなと思うんですね。そういうことが寄与して、そこまで行かずに済んだということがあれば、非常にいいことだと思っておりますが、それでもなかなか言えないというようなことがあるのではないかなと思います。

　私は、メンタルヘルスケアを導入したらいかがかなと思っています。ある自治体ではメールや電話、いろいろなことで、御本人、家族が、そこに電話をしながら、自分の主人は最近ちょっとおかしい、本人は大丈夫と言っているんだけど、おかしいということが、奥さん、子供がわかることがあると思うんですね。そういう状態で、先ほど私は家族が基本だと言ったように、家族でわかる問題は十分あると思うんですね。そういうものを家族が感じ、そしてまた上司が感じ、同僚が感じるという中で、その人が治ったり、そこでとどまったり、また向上したりすることができるのではないかと思うんですけれども、そういうものを導入するお考えはありませんか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）メンタルヘルスケアのことでございますが、導入というよりも、今やっていることがありまして、これにつきましては、県の市町村職員共済組合のこころの相談ネットワークを活用しています。この共済組合の広報紙を配付しておりますが、これは職場に来るのではなくて今、各家庭に配付をしておりまして、その中で周知をするということで、専門のカウンセラーによる電話相談等で対応していると認識しております。
　なおかつ、これはあるとかないとか言いにくいんですけれども、このメンタルヘルスケアにつきましては総務課が行っておりますので、職員への目配り等を行いまして、もしあれば、私のほうからそういう相談に乗って、かつ病気等があればそういう指導もするとなっております。これはある、ないということではなくて、一般的なということでお答えをさせていただきます。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）先ほどあるだろうと言ったのは、総務課長、私は撤回をします。それで結構です。
　そういう中で、私はそのメンタルヘルスケアを実際、御本人が受けられる体制を、ぜひ全般的にとっていただきたい。ここに近い、ある自治体では、そういうことをやっております。どうしてもそういう心を病んだ人は、それを何回となく繰り返していくというんですね。何カ月か休んで、復帰する、また休むということが、どうも起きていく傾向にあると思います。もしそういう人がおられて復職するときは、そういうプログラムに乗って、きちんと本当によくなって出社していくと。それも、疑似的な体験をしながら職場にならしていくとかいうプログラムが十分備わっているように聞いております。なおかつ、それを導入してから、そういう疾患にかかった人がいなくなったということも聞いております。プログラムにしても年間８０万ぐらいということでございましたので、ぜひそれは一度、総務課長、検討していただくということでいかがでしょうか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）検討というよりも、もう今、実施していると理解してもらえたらいいと思います。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）それから、メンタルヘルスの対策として、実はことしの６月１９日の国会で、従業員５０人以上の全ての事業所に、ストレスチェックの実施を義務づけるということで、労働安全衛生法の一部を改正する法案、通称ストレスチェック義務化法案というのが可決されたと聞いております。

　恐らくそれも当自治体にもおりてきていると認識をしておりますが、総務課長、その点はいかがでしょうか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）承知しております。かつ、これは先ほどメンタルヘルス研修を過去に行ったということでございますが、そのときも、そういうチェック欄がありまして、そういう項目については十分承知をしているということでございます。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）これが結局、自治体で一つの義務化ということであれば、全員がストレスチェックをやらないといけないということになるわけですけれども、それは今のところ、いつから実施するという見込みでしょうか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）国、県からの指示が最近でございますので、早目に検討させていただきたいと思います。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）私が調べていたら、２７年の何月までか猶予されていると聞いたので、それはぜひ２７年の前に導入していただきたいなと思っております。

　それから、合併して１０年、職員は減少、実態を見ると問題は多岐にわたり、慢性的な職員不足ではないかなと私は考えるところがあります。これから人口増対策に向けて課題は山積をしております。職員をふやすべきではという思いを一部持っているところがあるんですが、町長のお考えをお聞きします。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）合併して、間もなく９年ということですけれども、８７名の職員の仕事を、私は就任してまだ１年たっていませんで、一人一人の事務量とか、その辺が適切かどうかというのはまだ把握できていないところでございます。

　それと同時に、仕事のあり方、効率や能率も含めて、その辺を工夫できないのかも十分、担当課長とともに考えていきながら、本当に少ないとは思いますけれども、これをふやさなければならないのかどうなのかというのは、また検討の余地があると思います。
○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）今、８７名とお答えがありましたが、合併をして、今現在までに来る間の職員の減少と、今後１０年における退職予定者の推移はどうなるのでしょうか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）合併時は１０４名でございました。それから、現在８７名ということは先ほど町長が答弁したとおりでございますが、これにつきましては、平成１９年度に策定いたしました定員適正化計画に基づきまして削減を行っているわけで、最終が平成２８年４月１日現在で、８２名にする計画ということでございます。

　しかし、先ほど町長が言いましたように仕事量、要するに権限移譲の関係とか、新しい事業等々がございますので、果たして計画どおりに職員を削減することで、住民サービスの維持、あるいは向上が図られるかどうかということを慎重に検討いたしまして、先ほど８２名と言いましたが、今後、８２名の職員定数がこれでいいのかどうかというのも精査して、新規採用職員の計画も見直さなければならないということで指示は出しております。
　それから、今後の退職予定ということでよろしいですか。
○６番（三田敏和君）要するに退職というか、定年退職で減っていく人たちが、１０年でどのくらいおるのか。５年たったら、みんな、前の人いなくなるの。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）まず一番上が私と中課長でございますので、その二人は絶対減るということは確実でございますし、徐々に減っていくということでございます。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）済みません、笑ってしまいまして。恐らく全員がいなくなるとはちょっと思えませんけれども、そういうことで、ずっと減になっていくわけで、その８２名、どの時点かで補充しなければならないということはありますが、恐らく今の８７でも私は少ないのではないかと。これは正職員ということで、数字的にはよろしいんですね。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）そのとおりです。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）先ほど私が言いましたように、今から本当に課題が山積して、人口維持どころか、ふやしていかないと、本当になくなってしまうというゾーンに入ってしまうわけで、私は町長が言う、本当に九州一輝く光る町にするためには、私は職員をふやして、もっと仕事をしていただくということが必要ではないかなと思いますが、最後に町長もう一度その点についてお伺いします。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）いずれにしても、今の体制でしっかりとできることをやってまいりたいと考えておりますし、その次の段階だと思っておりますので、御理解いただきたいと思います。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）以上で終わります。

○議長（大山　晃君）三田議員の質問が終わりました。

　４番　高畑議員、登壇ください。
○３番（高畑広視君）高畑広視でございます。
　私は水道事業につきまして、少し伺いたいと思います。
　以前、２０年ほど前になりますが、大平楽で温泉の量が少ないということで、下唐原の西区と東区あたりでボーリングを三、四カ所やりました。しかし、出た量は恐らく、家庭で１期分使うぐらいの量ではなかったかと思います。非常に水が乏しいような地下の状況がうかがえます。

　最近聞いた話では、家を建てたお母さんが言うには、ボーリングしたものの水が足りないとか、共同の井戸を使用している人が、夜中にシャワーを浴びていたら突然、水が出なくなったとかいう話を聞いております。
　町は平成２２年に、水に関する住民アンケートをとって、議員の皆様に紹介いたしました。私もそのとき、恐らく上のそらで聞いていたんでしょうけれども、えらい気になって質問に取り上げました。
　大まかな点を何点か事前に出しておりますので、お答えいただけたら結構でございます。何かまた私のほうで気がついたことがありましたら質問いたしますので、よろしくお願いいたしたいと思います。
○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）それでは、高畑議員の通告によりまして、水道事業について、平成２２年の水道事業に関する住民アンケート等からということで、１番から５番の御質問をいただいておりますので、全て通してお答えをさせていただきたいと思います。これにつきましては、平成２１年９月より、町民に対し、上毛町水道事業に関する住民アンケートを実施させていただきました。将来の水道事業につきまして調査をいたしたところでございます。
　まず、１点目の住民アンケート報告書２ページ、回収率、１９から８１％に差があるようだがどうかということでございます。このページは、地区別回答数と回収率を集落ごとに出した数字及びそれをグラフにしたページですが、先ほど言いましたように、この回収率は各地区ごとの回収率であり、本事業に関心があるかどうかが回収率になっているものと推測をいたしておるところでございます。
　次に、２点目の６ページ、水の安定性（水量）で、新吉富簡易水道の家庭が３１％の不安となっているが、水は自由に使えないのかという御質問でございます。これにつきましては、水の安定性（水量）ということで当時、御報告をさせていただきましたが、このアンケート内容は、御家庭の水の安定性（地震、渇水等による給水障害）についてどう思いますかという質問に対しまして、１、安心している、２、どちらかといえば安心している、３、どちらともいえない、４、やや不安である、５、不安であるとの質問でございます。

　そういった中、アンケートの安定性の中には、先ほど言わせていただきましたように、地震あるいは渇水等による給水障害も含まれており、夏場の渇水時期には給水制限が発生することもあり、それにより、やや不安であるが２４％、不安であるが７％で、合計３１％の方が不安と回答されている状況でございます。
　しかし、現状では工業用水、農業用水と順次規制されますので、生活用水については何ら問題ございませんが、給水制限が発生しますと、節水の御協力を無線等でお願いしているところでございます。

　次に、３点目の簡易水道を引き込む費用はどれくらいかということでございますが、本管から引き込む費用につきましては、いろいろ場所によって異なりますが、本管からメーターまでの工事費でいきますと、平均約１０万ぐらいでございます。異なる内容というものにつきましては、コンクリートを打っておるとか、土の状態とか、いろいろな状態で作業内容が違いますので異なるということでございます。
　次に、４点目の当時大まかな計画は出ているが、４年たった現状はということでございます。これにつきましては、平成２２年２月２３日の議会全員協議会の中で、水道基本計画を御説明させていただきましたが、その内容につきましては、中期目標計画、計画目標年度を平成３２年度として、成恒上、成恒下、緒方、下田井、新谷の全域、土佐井の一部、下唐西２区の一部とする。また、長期目標計画といたしまして、計画目標年次を平成４２年として、東下東、百留、上唐南区、下唐東区、下唐西１区の全域、下唐西２区（中期目標で取り組む区域以外の全域）として、御説明をさせていただきました。
　その計画を踏まえ、水源の確保を行い、平成２５年度より国の補助を受け、事業に着手しております。今年度、成恒、緒方の工事を現在実施中であります。またあわせて、下田井、新谷地区の実施設計を行っております。さらに来年度は、下田井、新谷地区の工事に着手する計画でございます。ただし、土佐井の一部とあるのは、高速道路の通過により、町道ボックス内に水道管の布設が難しいのではとの考えでありましたが、供用後も何ら問題なく工事ができるということをＮＥＸＣＯと協議ができました。

　また、下唐西２区の一部につきましては、当時、大平楽の水源が不足しているということで計画をしておりましたが、ボーリングにより水源を確保したことで除外したため、全体計画としては目標年度より早く進捗している状況でございます。
　次に、町は加入率を見きわめ事業をするとあるが、例えば２０％の回収率で、その半分が希望しているからといって、全体を推測するのは難しいのではという御質問でございますが、議員御指摘のように、回収率のみで水道計画を作成することはできないと思っております。回収率、さらには水道が必要かどうかが大変大事になると思っております。アンケートの中でも地区別の加入希望は、尻高、西友枝、東上、（有野）地区で低く、一方で緒方、成恒、下田井、新谷、東下、上唐原、下唐原地区では、約半数の住民が水道の加入を希望しており、総合的に判断いたしまして、議会にも御説明し、住民にもアンケート結果及び水道計画をお示しし、事業に着手させていただいております。
　また、公益社団法人土木学会が事務局を務めております土木計画学研究委員会によりますと、通常このようなアンケートの回収率は、２０から３０％で全体を把握できると言われており、本町の回収率は４９.２％と高く、精度がよいということで、計画を実施させていただいておるところでございます。
　以上でございます。

○議長（大山　晃君）高畑議員。

○３番（高畑広視君）ちょっと笑われるかもわかりませんが、適当に質問をいたしますけれども、その４０数％、５０％に満たない回収率、場所によっては非常に差があるのにもってきて、二、三十％でちょうどいいというか、そんなものですかね。ちょっと統計的なことはよくわかりませんが。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）これは先ほど説明をさせていただきましたように、土木計画学研究委員会というものがございまして、全国的なアンケート等々の状況を研究する機関がございます。その事務局は、今、言いましたように土木学会がやっております。

　道路、鉄道、港湾、空港、下水道、公園、ダム等、安全かつ安心して、より豊かに、快適に生活をするための施設である社会基盤を整備し運用するために、長い時間と多くのお金をかけてこの事業を実施します。このため、社会基盤がよりよい社会の実現を目指しているとしても、実際の整備に先立ち、影響を受ける人や組織などの間の利害関係をあらかじめ調整することが必要になります。この調整の結果、得られた青写真が計画です。

　土木計画学は、その計画のつくり方や計画を持つべき倫理について研究をしている機関でございまして、その研究機関の中でそういった形の結論が出ており、上毛町としては高い回収率と見ております。
　以上でございます。
○議長（大山　晃君）高畑議員。

○３番（高畑広視君）先ほど話がありましたように、現在、成恒の地区を工事しているわけですね。ところが、工事費が数千万円と莫大ですよね。これに引き込む家庭での費用がちょっと１０万では安いような感じがするんですが、いかがですか。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）今現在、工事をさせていただいている分につきましては、道路に埋設する本管でございまして、その本管から家庭に行く、メーターまでの費用が約１０万ということです。メーターから先の、個人の蛇口に引き込む費用がそれからプラスされますので、全て水道に今あるものを切りかえるということになれば、今ある布設管を利用できますし、新しく水栓柱を建てるとなれば配管をしなければならないということで、ここに差があると思っております。
　以上です。
○議長（大山　晃君）高畑議員。

○３番（高畑広視君）このアンケートのデータは、一般には公開されたんですかね。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）これにつきましては、平成２２年９月１日に、水道事業アンケートの報告を広報に掲載させていただき、平成２２年１０月６日に、上毛町の水道事業の基本計画を広報に掲載し、さらに平成２２年１２月１日に、アンケート及び基本計画を町のホームページに掲載させていただきました。

　以上です。
○議長（大山　晃君）高畑議員。

○３番（高畑広視君）先ほどの話で、渇水時でも水の量は最終的には心配がないというお話ですが、例えば非常に雨も少なく、ダムを利用しているのかどうかちょっとわかりませんが、全く心配ないと思っても構わないのですかね。
○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）今現在では、耶馬溪ダムから取水をしておりますが、平成３０年４月から伊良原ダムの取水を受けられるようになります。

　その間につきましても、つなぎ水源ということで、うちのほうは京築の広域圏の水道企業団から水を受水しておりまして、その加入団体、行橋、苅田、築上町、吉富町等々から応援給水をいただけるようになっておりますし、また、北九州のほうからも応援をしていただけるようになっています。耶馬溪ダムの貯水量の９５％が工業用水だったと思いますが、その部分の水も、いざというときには協力してくれるという形で企業団とも確認をしておりますので、現在では多少の渇水でも問題ないとは思っております。
○議長（大山　晃君）高畑議員。

○３番（高畑広視君）そうしますと、一般の人が水道の水は十分に使えないのではないかという不安はやはりあるというのは、アピールが足りないというか、私もちょっと知りませんでしたけれども、いかがなものですかね。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）それにつきましては、先ほど言いましたように、水の安定性ということで、地震とか渇水、特に地震等になってライフラインが壊れてしまうと。あるいは、大きな災害で電気が通らないというときに水は大丈夫だろうかと、家庭の一般井戸の方は電気がとまれば水は出ませんので、そう思われている方もおると思いますけれども、水道については高いところから低いところに落ちますので、ある程度電気がなくても、今、貯めている水は全て配水できます。今の状況でいきますと、私は何ら問題ないと思っておりますけれども、渇水等がありますときには、節約をお願いしているというのが現状でございます。
○議長（大山　晃君）高畑議員。

○３番（高畑広視君）当然ながら、水は高いところから低いところに流れるんですけれども、例えば下唐原西の１戸に水を落とそうと思えば、高いところに一応、配管するんですかね。
○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）現在、企業団の水を安雲の照日というところに排水池をつくっております。そこに約５１５トンの貯水槽があります。それから、今現在のところに給水をしております。今後、長期計画の中で唐原地区も計画しておりますので、仮にそこに水をやるときには、そこの標高を見まして、排水池の高さを見まして、十分、圧がかかって水が行くということになれば、また、そこに排水するだけの槽を設けるだけの土地が確保できれば、そこに排水池をつくって送水すれば十分足りると思っています。

○議長（大山　晃君）高畑議員。

○３番（高畑広視君）工事が目標より若干早く進んでいるというお話ですが、これも予算、費用には別に何の心配もないわけですよね。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）これにつきましては、国から４０％の補助をいただいて実施をしておりますし、残りについては、町の積み立ての基金を使わせていただいて、事業を実施しております。

○議長（大山　晃君）高畑議員。

○３番（高畑広視君）終わります。
○議長（大山　晃君）高畑議員の質問が終わりました。
　５番　亀頭議員、登壇ください。

○１０番（亀頭寿太郎君）私は２点ほどお尋ねをいたします。

　まず、地域開発でございます。

　坪根町長が就任して約１年になろうとしております。上毛スマートインターもほぼ完成しつつあります。町長は大平楽の周辺を整備して、大平楽の活性化を図ると言われていたような気がいたしますが、大平楽はエイト、手づくり村館はピアハウスつばさ会と、それぞれ指定管理に委託をされております。麦酒館は放置されている実態ではないかと思います。

　まもなく豊前市まで東自動車道路が開通されつつありますが、商業地域として、どのように整備、開発をしていきますか、お尋ねをいたします。

　東自動車道の開通が、豊前市のみかん農園の用地買収がおくれている岡本農園の陳述書を、国土問題研究会（京都市）の理事長は奥西一夫京都大学名誉教授でございますが、工法を工夫すれば建設費をもっと削減できると、岡本さんの主張を大筋認めたと。西日本高速は、事業認定の根拠となる費用対効果を１.４と算出しているが、国土研究会の試算によると０.７になる、ルート変更による半額なる建設費の削減であると。トリックで走行時間短縮、便益を拡大に見積もることで、無理に１.０より大きな便益費を産出していることが明らかになったと。また、椎田道路の１日当たりの交通量は、開通時８,０００台あったものが、無料化実験期間を除き、一貫して減り続け、現在では６,０００台を割っておると。要因は、無料の国道１０号線の４車線化が進み、また椎田道路と並行する県道椎田勝山線が開通したと。２００３年のことで、交通需要の処理能力上昇が上げられております。陳述書の引用ではありますが、こうしたことも、町独自のプロジェクトチームで十分検討もされていることとは思いますが、スマートインター周辺の開発規模はどの程度になるのかをお尋ねいたします。

　また、事業運営は町の直営でやるのか、第３セクターでやるのか、それとも民間に用地を提供するのか、青写真を示していただきたいと思います。大平楽を教訓にするべきと私は思いますが、事業の取り組みをお尋ねいたします。

　町の活性化についてでございますが、町は、それぞれ文化・芸術・産業を通して、住民が元気に過ごすまちづくりに取り組まれております。住民に元気を与え、生きる勇気にもなっていることでございます。こうした事業等にＮＰＯ法人が活躍していることは承知しております。今日、全国的にＮＰＯ法人にも大変いろいろな問題があるとの報道もありますが、上毛町にはＮＰＯ法人の団体は幾つありますか。上毛町の指定管理者の資産報告はなされていますか、お尋ねをいたします。

　前指定管理者である森の風が、町に与えた損害金は町に納入されましたか。どのような整理をされましたか、お尋ねをいたします。

　以上。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）１点目のスマートインター周辺の開発の青写真ということでございますけれども、先ほど三田議員の質問の答弁にもありましたように、現在検討している整備計画が、上毛ＰＡからの連結と、大池公園ふれあいの里一帯を再整備する計画を考えており、現在ＰＡ、ＳＩＣの活用プロジェクト会議の下部組織である作業部会で素案づくりを行っているところでございますし、年内には青写真をお示しできるだろうというふうに考えております。

　以上でございます。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）１週間ほど前だったか、隣接の住民あたりが「上毛町はコンクリートのまちになるんじゃないか」というような話で、私は今、集中豪雨でいろいろな、特に広島あたりには大変な被害が出て、お悔やみあるいはお見舞いを申し上げるところでございますが、そうしたことでもって「砂防ダムを旧大平地域に建設するんだろうか。何でコンクリートのまちになるか」と話したところが、「いやいや、そうじゃないけれど」というような話の中から、今うちが計画しているスマートインターチェンジ、あれは係長あたりでプロジェクトを組んでおるんですね。スマートインターチェンジのところを開発するあたり。それとは違うんですかね。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）プロジェクトは一応、町長以下課長ということで、その下部組織といたしまして、実戦部隊として係長の組織でさせていただいております。

○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）町長以下課長の、私は実務的にするのは係長のプロジェクトチームというか、そういう下部何とかと言われた、それが実態だろうと思うんですね。そうした動きの中から、コンクリートのまちになるというような声が聞こえる。輝く町がコンクリートに、それは結構なことであるんですけれど。

　宮崎県の延岡に私が二、三カ月前に行ったときに、これは市長の声ではないんですけれど、それなりの云々あたりが、道路ができてよくなるのは旭化成だけだと。人口は減り、云々していくと。土地の提供者は金もらったからいいからとか、あるいは建設業者あたりは仕事ができていいからと。そんな話がこの東九州自動車循環道路の中には点々と出てくるんですね。

　我々のところは、コンクリートのまちになると言うようなことの話がありよったから、どうしたことかなと思って、今回このところをどのように持っていくのかなというようなことを私はお尋ねしよるんですけれどね。そうしたことでもって、この地域には景観条例はかかっているの、かかっていないの。

○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）私、もとの担当ということでお答えをさせていただきます。景観条例につきましては、県のほうが京築管内について条例を制定しております。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）この景観条例あるんよ。私、一般質問でも出したんですよ。もう豊前市あたりは、市が独自でやっている。町独自でも景観条例を云々して取り組まないかというようなことをしよったことが、今あなたが答弁したとおりの答弁なんです。もうあれから大分たったね。県なら、この町村あたりのどうしたところの景観条例を制定しておる云々という。高等学校の跡の住宅を建てるときも、私指摘したんですけれどね。今回かかっていないと私は思っている。かかっていないんでしょう。
○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）福岡県がつくった景観条例の範囲には、上毛町は入っております。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）じゃあ、上毛町全体を景観条例でカバーしているの。上毛町全部ですか。
○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）上毛町全部でございます。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）そうすると、開発するということになれば、この地域の景観条例に入っているところを、まず外してもらわなきゃならないんじゃないかと思うんですよね。その手続はどうなっているの。
○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）景観条例を外すということでのお話をされているとは思うんですが、上毛町自体で景観条例をつくるのであれば、県の条例は外さないといけないというふうになっております。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）いや、上毛町で外す云々じゃなくて、副町長、答弁してください。豊前市は豊前市で景観条例をつくっているんですよ。市がね。だから、私はそのときに、上毛町にも景観条例をつくらないかということを一般質問でもって議論しているんですよね。そしたら、そのときには県の云々と言って、県が上毛町全体を景観条例で全部地域に入れておるということになれば、こうした地域を開発するときは県に景観条例をこの地域から外してもらうとか何とかという手続は必要ないんですか。副町長、あんた県から見えとるけんわかろう。
○議長（大山　晃君）副町長。
○副町長（今任和広君）申しわけございませんが、景観条例の詳細についてはちょっとこの場でお答えできる内容を今持ち合わせてございません。

○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）私は、こうしたところをやっぱり順序を踏んで、手落ちのないごとやっていくのが一番大事ではないかと。今、このところで、公共事業のときに１０億でなり１００億でなりやると言ったら、国からや県からやら何ぼでも金が出てきますよ。けれど、大平楽のように後で泣くようなことになっちゃ、町民のために決して私はいいとは思わんから、そうしたことを十分議論、検討して、やっぱりこの事業には取り組むべきだと私はそう思うんですよね。

　そこでもって、さっきの答弁の中で、駐車場、あるいはトイレは、国といいますか、自動車会社の株式会社がやるということなんですね。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）上毛ＰＡの中の事業は、高速道路株式会社が行います。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）では、駐車場とトイレ、これをやりますね。そしたら、トイレの維持管理は全部向こうがやってくれるの。それから、駐車場の維持・管理。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）はい、そうでございます。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）それで、それを利用したところの特産物の販売といいますか、いろいろなやつを町としてはつくろうというような計画を今しているということですね。ちょっとそこのところを、町長。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）一応、今回の三田議員の質問にも上がっておりましたけれども、遊具のあるところに、一山今回予算が上がっていますけれども、あそこを公園の整備やりますけれども、ああいった雰囲気でずっとこれから整備していくということですので、コンクリートのまちというのはどこから出てきた情報かわかりませんけれども、景観を崩すようなものではないということで、林野庁の保安林の解除もありますので、やっぱり木とか自然に特化したものをつくらなければならないということを考えております。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）では、その駐車場とトイレあたりをのけたところで、うちの町が取り組もうとしておる地域開発や商業の特産物の販売、その規模を大体どの範囲で、どのくらいの規模にしているの。もう大分あなた研究しているからね。ほぼ青写真ができているんじゃないの。外部にそんな話はないと思うけれどね。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）最終的には、先ほど三田議員のときにもお話をさせていただいたと思いますが、当時約２４ヘクタールを大池公園ふれあいの里ということ、自然体験型の公園ということで当時大平村が整備をしておりますので、そのコンセプトといたしましては「自然」というものがございますので、それは残していかなければならないというふうに思っており、最終的には今私が言わさせていただきました、国道１０号から多目的運動広場一帯を含めたところの再整備を、最終的な計画の範囲ということで青写真をつくっていかなければならないと思いますが、当面ＰＡあるいはＳＡが直近でできますので。大池のため池、あの周りの一帯に約７ヘクタールの町有地がございます。それはログハウス等々をのけたところの自然林でございます。その部分を再整備しながら、直近の事業として計画を、まずやらなければならないと思っております。

　以上でございます。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）私も、そうした大池公園のあの付近を整備して、大学あるいは高校あたりの合宿所、あるいは修学旅行の体験修学あたりをしだらどうかというようなことも議論したこともあろうと思うんですけれどね。そうした形で、私はそのスマートインターができれば、あの下の大平楽を利用する人が非常に多くなって、大平楽のあそこが開発できると。こうしたことでもって、スマートインターチェンジをお願いをして、そして事実つけてもらったんですよ。だから、そうしたことの理念のもとでやれば、そこから下におりたりして、大平楽のところを非常に充実させれば、やはり物流になると。でも、その上にまたつくるというと、二つそうした形のものができれば、どんな計算しても両方ともつまらんことになるんじゃなかろうかというところが一つの懸念にあるんですよね。

　だから、そこのところを、町長、どの範囲、どのくらいの程度でもって、そのトイレの上のほうにつくるのか。ただ喫茶店を一つつくりますという程度にしているのか。それとも、もう少し大きいような、日出の立命館大学の上のほうにあります、あれぐらいの規模に持っていくのか。そこのところの大枠ぐらいのところは、あなたが取り組むということだから、おおよそ目安があるんじゃないですか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）あくまで今計画中ですので、はっきりしたことは申し上げられませんけれども、亀頭議員御指摘のような別府湾パーキングエリア、あれぐらいの程度のものになろうかと思います。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）当初、やっぱりスマートインターをつくって、大平楽の周辺を商業化していくというようなことで、あれができることになったから大平楽の周辺は非常に今後よくなろうというような期待を町民も持って、取り組んできた。大平楽をこしらえるときに、山鹿に行って、これより高級なものをつくると言ったときに、山鹿の町長があれから何年もたたんうちに「亀頭さん、あれはどげえなったで」というから、どげえなったも何もかもあんたというようなことで。山鹿は健全にやっていますよ。だから、何でも大きければいいとかじゃない。その地域に合って、地域の住民がいかに活用していくかということを、まず私は考えるべきじゃないか。そうじゃないと、後で大平楽のように今、借金の払って回るようなことになれば、それは大きな子々孫々の大きな大荷物になるんですよ。だから、何でもじゃなく、だから規模を云々する。大きくやって倒産したのは、夕張やら何ぼでもあるじゃないですか。国の規準とか何とか言って今は建物を建てれば、これは何ぼでも金を私は出してくれると思う。だけどそうじゃなくて、やっぱり地域に合ったスマートインターができて、大平楽のほうにも乗り入れができるということ、そこをまずいろいろな角度から検討をして、商業化されるような地域をつくるべきと私は思う。

　まずは、大平楽のあの近辺が今、指定管理になっているから、指定管理になっているところを町が土足で入って、経営あたりにとやかく言いよったって、そんなことはできませんからね。まず、どうした形でもって、あの地域をあなたは考えて、活性化になるような姿に持っていくかということを、私は示していただきたいと思っています。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）ですから、高速道路ができれば、このままいけば単なる通過点になるということが非常に懸念されるわけで、目的地になるような整備をしなければならないということを今考えておるわけで、そこで客が呼べるような、そしてその地域の活性化につながるようなものを考えておりますので、それは亀頭議員の御指摘のようになるというふうに考えております。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）こういった建設に当たって、私は資金面、これも町長に聞くべきじゃないかと思うんですけれど、これは寄附行為でできるんですか。駐車場とトイレの、その上に喫茶点をこしらえるあそこぐらいの規模という、これは寄附行為でできるのかどうか、まずお尋ねします。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）今後計画をしていく中で、煮詰まって実施の段階になりますと、今議員が言われましたように、費用というものが必ずついて回ります。それにつきましては、公共予算を使うのか、民間を期待するのかというところもありまして、それはやり方によっては、そういった民間を期待しながらできると認識しております。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）第３セクターでとか、直営とか民間とか、私もそういったのもわかるけれど、こうした建物は全国に寄附行為で、５億なら５億のうちの半分は寄附行為でやろうと、そういうことはできるんでしょう。そこをお尋ねしよるの。

○議長（大山　晃君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）はい、それはできると思っております。まだ、実はそこまでは、申しわけございません、検討しておりませんが、できると思います。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）私は寄附行為でできると、だから町長、輝く云々はできたのが輝かんでもいい。方法、やっぱりお金を集める方法とかを、町独自で私はできると思う。

　尖閣諸島の東京都の石原知事の当時、あれは寄附行為、２０億から３０億ぐらいまで、まだ金そのまんま残っちょるらしいですよ。寄附行為でやったやつは払わんでいいんです。寄附でいただいたからね。だから、何年間は、それはもう何年かはいいよ。だけど、もう１０年もたつと大平楽と全く同じような形に、人間は減る、何は減るというような時代で、やっぱり十分そうしたことを頭に入れて建設していかんと。寄附行為でやっておけばあんた、その分は後はダブりじゃ。だから、私はそうしたお金の集め方いろいろあたりは、そうしたことを工夫して、町の輝く一つの方法として、私は取り組んでいただきたい。

　それと議長、もう１点。今ここの２４ヘクタール、保安林あたり解除ですから、太陽光の発電所をつくってはどうですか。そうしたことを思い切って、町有の、この里山地域は、私は大きな杉・ヒノキがあるというような感じはしませんからね。やっぱりそうしたところの開発を兼ねて、私は大きな発電所をつくれば、今４２円か何ぼかで九電は買ってくれるらしいからね。それのほうが、固定した金も入ってくるということで、日本の発電所をこの里山につくっていくという構想を私は持ってから、いかがなものかなと思って。そういったことはどうお考えですか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）発電所という御意見ですけれども、検討の余地はあるのかなとは思いますけれども、いずれにしても景観の話もされていましたし、この保安林を解除するに当たって、やはり環境に配慮しなきゃいけないということで、太陽光というのは少しまた角度が違うのかなというふうに思っております。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）ＮＰＯの関係で、ＮＰＯ法人の資産報告というのを私は出したのは、ピアハウスつばさ会やら、ここが指定管理になっている。これは契約の中で代表者の資産、その報告は義務づけとかはないんですか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）指定管理者、ピアハウスつばさ会につきましては、その契約の中では義務づけられておりません。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）契約には資産の報告はないということですけれど、代表者のそうした資産的な内容を町としては把握しているのかどうか、その点をお尋ねしたい。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）代表者個人の資産報告につきましては、把握はできておりません。

○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）それでは、大平楽の森の風の裁判で、ああして町が勝ったということになっておるわけでございますが、その金額、相手方が町のほうにどうした返済をしてきておるのか。勝ったら勝ったそのままになっておるというのか、その点をちょっと。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）森の風に対する損害賠償請求につきましては、３,９１１万９,３５０円の支払い訴訟を平成２５年９月２７日に提起いたしまして、平成２５年１１月２６日に判決が出され、平成２５年１２月１８日に確定をしております。

　ただ、支払いにつきましては、支払い能力がないということで、相手方の弁護士を通じて通知があっています。

○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）結局、支払い能力がないということでもって、決定したということですね。そうすると、三千九百幾らというお金はもう町が損をしたわけですね。そうすると、損をしたから行わず、しようがないんだということでは、私は済まないと思うんですよね。これをどうするかじゃろ。だから、私が町長以下の検証委員会でこれを検証したかと、しよるかということを今まで指摘してきたんですよ。だから、今こうなりましたでは、町民にどうした説明ができますか。私たちにそう言うんですよ。「あれはどげなったか」「あれはどうなったか」ということなんですよ。だから、今後どういうような方法でもって、この件は解決していく計画を立てているの。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）先ほど申し上げましたように、弁護士のほうから通知があったわけでございますが、私どもといたしましては、それをうのみにするといいますか、そういうわけにはいきませんので、今後につきましても、森の風に対しまして定期的に支払いの催促をしてまいりたいというふうに考えております。

○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）今日までそうしたことで、森の風あたりに接触して云々というけれど、相手がもう破産宣告したのかどうかで、法的にもう支払い能力がないことになっているのかどうかわからんけれど、していきます、していきますってどんどんしとったって、事はそりゃしていきゃいいかしらんけれど、全然入ってこんのを云々したって意味がないと思うんですよね。だから、そうしたことになれば、もう新たな形をつくって、そしてこれをどういうような形で整理していくかということを、方針を定めなきゃ、町民としても私は納得が行かないんではないかと思うんです。だから、そこのところをやっぱり適宜、適宜に事をおさめていくというのは、私は行政の仕事だろうと思う。これ、町長どうお考えですか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）私としては、この問題に関しては、恐らくもう取れないだろうというふうにも思っておりますし、前を向いて歩いていくしかないというふうに考えておりますので、けじめを近いうちにつけたいというふうに思っております。

○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）そうしたことで、これはいつのとき、いつのときとか、そんなことを言っても始まらんこともある。お互い事務を引き継いで、行政を動かしていきよるんだから、やはりどうしてもある程度のことまでずっと取り組んでいって、そしてやっぱりしていかな。入湯税あたりも、昨年から私は指摘しているんですよ。そうしたことでも、５年たったから時効が済んだとか何とか、そんなことをしちょったって、安心安全のまちづくりをつくろうといったって、できるわけがない。だから、一つずつ解決していって、そして安心・安全なまちづくりをしていかんと、私は一番、いろいろな新規事業についても、できるときにはみんなもらってあげる。そしてできた後は、あれはどげえなったかというようなことでもって、大平楽が一番いい大きな教訓として生かしたまちづくりをしていかないと、また今後こうしたことが起きていく。だから、つくるときはみんないいんです。もう１億創生資金で見てごらん。今残っているものは上毛町と大平村の過去云々。村にもってキャバレーこしらえたとか、（　）をこしらえたとか、今ごろ全部あなた、なんさえになっていない。だから、やはりつくるときには十分検討して、そして取り組んでいかな。ましてや合併したところにそうした大きなことが残っているんだから、それをやっぱり教訓として、我々は次の事業に生かしていかな。そこが私は一番大事じゃないかと、こう考えるんです。

　最後、町長が何か反論があれば。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）おっしゃるとおりで、反論は何もないわけでございますけれども、いずれにしても、新吉の道の駅も大平楽も成功した事業とは思っておりませんので、このＰＡに関してはしっかりと成功するように、過去の教訓を生かして頑張ってまいりたいと思っております。

○議長（大山　晃君）亀頭議員、ＮＰＯ法人の答弁をさせていただきます。

○１０番（亀頭寿太郎君）はい。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）通告がありました分でございますが、上毛町のＮＰＯ法人の団体数ということで、答弁させていただきます。

　ＮＰＯ法人につきましては、非営利、公益的な活動をする団体ということでございまして、言いかえますと、営利を目的としないで就業活動あるいは政治活動を主目的としない等の団体でございまして、これにつきましては、福岡県の示したＮＰＯ法の運用方針に基づき設立された団体ということで、上毛町につきましては、４団体が活動しているというところでございます。

　以上です。

○１０番（亀頭寿太郎君）以上でいいです。
○議長（大山　晃君）亀頭議員の質疑が終わりました。

　これを切りに、１０分ほど休憩をさせていただきます。５０分まで暫時休憩をいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　休憩　午後　２時３７分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再開　午後　２時５０分

○議長（大山　晃君）休憩前に続き一般質問を行います。
　６番　茂呂議員、登壇ください。

○８番（茂呂孝志君）私は、国・県に国保広域化中止の要請を求めること、給食費の無料化、奨学金制度の充実、高齢者の外出支援、認知症の方への徘回探知機の支援、就学援助に眼鏡も対象に、保育料第２子を半額と、社会福祉士と連携した保育所運営、それから、旧麦酒館の使用状況について、町長に質問いたします。

　まず、国・県に国保広域化の中止要請を求めることについて伺います。国保の運営を市町村から都道府県に移す計画について、議論を行っている協議会が７月７日に中間報告を求めました。報告は、市町村が行っている国保に対する法定外繰り入れ解消や、国保料軽減のための公費投入は必要だとしたものの、規模や財源は早期に明らかにすると述べるにとどまっています。保険料は県が決め、市町村に必要な保険料を割り当てて、規模別に収納率の目標を示し、市町村が徴収強化に駆り立てられます。国保料は均一にせず、市町村ごとに医療水準などを考慮して決める仕組みを検討することになり、窓口負担軽減などを行っている自治体の場合、保険料は高く設定する可能性があります。国保の広域化は、国保税引き上げの道につながるので、町長は国・県に国保広域化の中止を求めていく考えがないのかどうか、お伺いいたします。

　次に、学校給食費の無料化について述べます。学校給食法では、給食は教育の一環であるということは明確に位置づけられています。給食が教育の一環であるならば、憲法２６条に補償されている教育における権利と義務教育はこれを無償とするとの精神に照らして、本来無償であるべきです。町長は給食を無償にする考えはないのか伺います。

　次に、奨学金制度の充実について伺います。仕送りが少なく、学生はバイトをしないと生活できない。バイト先では、職場は非正規雇用に置きかえても責任のある仕事は存在しています。全て非正規で回すスタイルが広がり、職場は徹底して学生に依存しています。昔のバイトと拘束力も責任の持たせ方も変わってきています。そのことを理解する必要があります。一たびシフトが決定すると何があっても休めない。試験前でも期間中でもバイトを休めず、留年する学生もいます。奨学金制度を貸付型から給付型に改めていく必要があると思いますが、町長の見解を伺います。

　次に、高齢者の外出支援について伺います。高齢者の外出支援は、社協がボランティアを募って行っていますが、外出支援者は増加傾向にあり、ボランティアだけでは対応できない状況にあります。対応策として、タクシー会社と契約して利用券を発行するのも一つの対応策と思います。町はタクシー会社と契約して、利用券の発行を行う考えはないのかどうか、お伺いいたします。

　次に、認知症の方への徘徊探知機の支援についてお伺いいたします。認知症の方によっては、探知機を持つことを嫌がる方もおられると思います。探知機購入時に行政が補助すれば、外出する際は必ず携帯するように話し合われてくださいと御家族の方に促しやすくなると思うので、探知機購入時に町は補助する考えがないのかどうか、町長の見解を伺います。

　次に、就学援助に眼鏡も援助の対象に入れることについて伺います。上毛町就学援助費交付規定の目的は、町内の小学校及び中学校における義務教育の円滑な実施に資することを目的としているため、新たに眼鏡の購入も援助の対象に入れるべきだと思いますが、町長の見解を伺います。

　次に、保育料第２子を半額と、社会福祉士と連携した保育所運営について伺います。現在、築上東高跡地に分譲住宅の建設が進められています。昨年６月から販売が行われ、今その予約は５０％というところまで進んでいます。さらなる販売促進を図るために、若者が定住しやすい子育て支援の充実が求められていると思います。そのためにもさらに保育料の負担軽減と、保育所運営のさらなる充実を図るために、保育料第２子を半額にし、社会福祉士と連携した保育所運営に取り組む考えはないのかどうか、町長の見解を伺います。

　最後に、旧麦酒館の使用状況についてでございます。町は旧麦酒館の権利者を特定できないというが、現在旧麦酒館を使用されている方に、誰の許可を得て使用しているのかを尋ねれば、権利者は特定できると思います。町は調査を行い、その調査結果の報告を求めます。

　以上、９項目の質問に対し、明確な答弁を求めます。
○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）順番は若干違いますが、長寿福祉課分を先に答弁をさせていただきます。

　１番目の、国保広域化中止の要請の件でございますが、国保の都道府県化を話し合う国と地方の協議であります国保基盤強化協議会につきましては、今後とも協議を継続していくようであります。県としましても、市町村の意見を十分反映させるために、１４支部の国保主管課長、それから国保連合会及び県の医療保険課で構成されます検討会を１０月から開催するようにしておりますので、その結果を見守りたいというふうに思います。

　それから、高齢者の外出支援ということですが、先ほど茂呂議員は社協が行っているというようなことを申されておったようですが、これにつきましては、外出支援グループなごみというグループが実施しております。その会計を社協が行っているというところでございます。社協にちょっと聞いてみますと、外出支援の要望が多くなれば、その運転手が今の人数で対応できなければ、増員しているようにしているということでございます。今のところ、今の人数で対応できているということでありますので、今のところ利用券を発行する考えはございません。

　それから、探知機購入時の補助はということですが、全国調べてみますと、利用者がサービス事業者、セコムとかいろいろあるとは思うのですけれども、そういうところと直接契約して、その契約登録料等を助成している自治体はあるようでございます。近隣では、新聞でも御存じかと思いますけれども、行橋市のほうが９月議会で徘回する認知症高齢者を早期に発見して、事故を防ぐためのモデル事業を始めるための予算を提案しているようでございます。

　本町としましては、現在でも認知症高齢者を含む高齢者の見守りを、町内の福祉委員、それから民生委員、自治会長等で行っておりますし、９月、今月から１２月にかけまして、社会福祉協議会主催で町内全自治区で高齢者等の見守り事業の地区別福祉会議を開催いたしまして、見守りが必要な方を把握した上で、支え合いマップを作成いたしまして、見守り、それから災害時などに活用できるようにしております。いま現在のところ、そういった形で見守り事業を継続していこうということで、要望もありませんので、探知機購入時に補助をするという考えはございません。

　以上でございます。
○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）それでは、学校給食の無料化ということにつきまして、御質問にお答えいたしたいと思います。

　学校給食につきましては、これは子供に食べさせるだけではなくて、その教育的意義は非常に重要なものがあると、茂呂議員のおっしゃっているとおりでございます。学校給食を実施するに当たっては、その栄養量、それから給食の内容等をきめ細かに定めた給食実施基準または給食衛生管理基準等も設けられております。実は、この学校給食法の第１１条にこういう文言がございます。学校給食の実施に必要な施設及び設備に関する経費並びに学校給食の運営に関する経費は、設置者が負担をすると。それ以外の学校給食に要する経費は、つまり給食費ですが、これは給食を受ける児童・生徒の保護者の負担とするということになっております。

　茂呂議員のおっしゃっております憲法２６条に、義務教育は無償とあると。これについては、これに即した方法はとれないかということでございます。この義務教育無償するという文言についての裁判が国でございまして、実は最高裁の判決が昭和３９年２月２６日に出ております。それによりますと、第２６条の第２項の無償とは、授業料徴収の意味と解するのが相当であって、教科書や学用品、その他教育に必要な費用までは無償としなければならないと定めたものではないという判決が出ております。これにのっとりまして、今給食費については徴収をいたしているところでございます。

　以上でございます。

○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）それでは、私のほうから奨学金制度の充実についてということで、お答えをさせていただきます。

　給付制度を考えられないかということでございますが、平成２３年度の条例改正で奨学金のほうを増額いたしまして、本年度は予想を上回る奨学生からのお申し込みがございました。今回、全員決定ということでされまして、教務課といたしましては、今後、現在の貸付水準を維持させながら、今後の動向を見守っていきたいというふうに考えておりますので、現在のところ、渡す給付制度については導入をする考えはございません。

　それから、６番目の就学援助に眼鏡も対象についてということで、眼鏡購入者を援助対象に加える考えはないかということでございますが、現在の援助対象といたしましては、新入学児童・生徒の学用品費と通学用品費、校外活動費、給食費、修学旅行費、医療費ということで援助を行っておるところでございます。国の要保護児童・生徒援助費の補助金基準の内容を見ましても、本町が行っておる援助の内容と同じ項目となっております。小学校及び中学校における義務教育を円滑に実施するための最低補助ということで考えておりますので、眼鏡など単独の物品購入を対象にすることを現在のところ考えておりません。

　以上です。

○議長（大山　晃君）子ども未来課長。
○子ども未来課長（岡崎　浩君）それでは、私のほうから築上東高校跡地の分譲住宅の建設が進められています。さらなる販売促進のため、保育料第２子を半額にし、社会福祉士と連携した保育に取り組む考えはないかということで、お答えをさせていただきます。

　まず、保育料につきましては、現行の制度化でも２名通園の場合、第２子は半額という形で制度は適用しておるところでございます。

　また、社会福祉士との連携ということでございますが、保育現場で必要性が高いのは、発達障害に造詣のある臨床心理士もしくは言語聴覚士等による個別相談等でございまして、現在保育所からの相談に応じまして、教育委員会のほうで行っております巡回相談事業を活用して、児童、保護者への発達相談の準備を現在行っておるところでございます。今後も、さまざまな課題を抱える園児の適切な対応のため、臨床心理士等を活用した発達相談事業につきましては、拡充の方向で進めてまいりたいと考えておるところでございます。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）先ほどの茂呂議員の質問ではありませんでしたが、通告をされておりますので、８番目の１の来庁者が迷わずに目的の課に行き……。

議長、一応答弁を。時間はかかりませんので。

○議長（大山　晃君）茂呂議員、いいですか。時間かからんって、やってもらおう。

　町長。
○町長（坪根秀介君）前回の一般質問においても答弁をしているように思いますが、権利者の件につきましては、税務調査等により明らかになった情報もありますことから、特定はできております。改めて過去の経緯等も確認、検証しながら、上毛ＰＡ、ＳＩＣ利活用との絡みもありますので、関係課を含めて今後の対応は協議してまいりたいと考えております。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）国保の広域化ですが、今協議しているその結果を見守るということですが、どういうご認識かわかりませんけれど、今、上毛町は保険者になってやっていますけれど、これを県で行うと、町が法定外繰り入れやらいろいろしていますけれど、これが削られて、その分が国保加入者の負担増になるという、私はそういう心配をしているわけですが、その点についてはどのようにお考えでしょうか。

○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）その辺も含めまして、今後先ほども申しましたが、県、国、それから市町村との話し合いをするということなので、その結果を見守りたいというふうに思っています。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）では、その結果を見守って、現在の国保の保険料が広域化することで高くなるということが避けられないということになった場合、どうしますか。

○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）仮定ですけれど、高くなるか、現状維持か、そこら辺も結果を見て判断したいと思います。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）結果を見て判断するということですが、結果を見て判断して、高くなるから高くなったほうに行こうということですか。低いほうを選ぶわけですか。低くなるほうを選ぶわけですか、高くなるほうを選ぶわけですか。

○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）それは低いにこしたことはないんですけれど、その来年の通常国会で国のほうが出すようになっております。その結果で、そこで県、それから国、いろんな話し合いの中で、県のほうとしては、いま現在のところは保険税等は市町村でというふうな中間報告でございますが、そういったことをしておりますので、何回も申し上げますが、その結果を見守りたいというところでございます。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）保険料は市町村でということは何ですか。徴収は市町村でしょう。保険料を決めるのは県でしょう。

○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）これも決定ではないんですが、市町村が条例で保険税を決めて、市町村が徴収するというような形になるんじゃないだろうかというふうなことは言われておりますが、最終的にはわかりません。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）基本的には、県が決めるんですよ。そして、三つのグループに分けるんですよ。今の介護保険と一緒ですよね。高いグループ、中のグループ、低いグループと分けるんですよ。自治体によって、法定外の繰り入れ分が違いますし、繰り上げ流用している自治体もありますからね。一律に行きませんから、大体三つのグループに分けると言っています。

　上毛町は自治体の割にしては繰り出しが多いんですよ。ですから、県がその繰り出しを少な目にすると、上毛町はかなりの保険料が上がると思います。私はそれを心配して言っているわけです。ですから、介護保険にしても基本的には町の法定外繰り入れを認めませんから非常に高いです。こういう傾向になるわけですが、こういう傾向になることを心配はしないんですか、町長。していないんですか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）いや、心配はしていますけれども、あくまで結果を見守りたいと思っております。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）高くなることを心配しているということですが、結果を見守るということで、その結果高くなった場合どうするんですか。仕方ないということですか。どのように考えているんですか。ちゃんと先に調べて、高くなるということがあればやめてくれということを要請しなくてはいけないですよ。

○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）何度も言いますが、県との協議をするようになっておりますので、その結果で、先ほども申し上げましたが、茂呂議員は県が決めるというふうに言っておられますが、中間報告ではそういったようなことも言っておられますので、どういった方向になるかというのも含めまして、見守りたいと思います。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）これは、また１２月議会でやります。

　それから、教育の無償化ですが、教育の一環と考えているということで、教育長は学校給食法の１１条を言いましたよね。これは１１条最高裁の裁判、昭和３９年２月２６日に出たことを言われましたけれど、１９５４年文部省、昭和２９年当時、事務次官通達が出ているんですよね。そして、ここの部分について、この規定は父兄の負担区分を明らかにしたもので、給食費の一部を補助するような場合を禁止する意図ではないと政府自身がはっきりと述べているわけですよね。昭和２９年当時の文部省通達ですよ。ですから、これも見る必要があると思います。できるんですよ、無償にね。

　今、全国では給食を無料にしている市町村があるんですよ。山口県和木町、幼稚園、小学校、中学校無料。兵庫県相生市、これも２０１１年より幼稚園、小学校、中学校無料。群馬県南牧村、小・中学校無料。北海道三笠市、小学校無料。茨城県大子町、半額。千葉県神崎町、半額。こういうところが現実にやっているんですよね。ですから、これは当時の文部省の通達を生かして、私はやっていると思うんですよ。教育長が、教育は無料ということを考えておられるのであれば、私は無料にすべきだと思います。

　上毛町では、３世代同世帯支援事業補助交付規定には、同一住宅に３世代以上住んでいれば、給食費は本人の負担額の２分の１を助成している。給食を教育の一環として考えるならば、３世代以上で住んでいる児童の生徒は２分の１を助成する。それ以外の児童・生徒は全額負担というのでは、教育の機会均等に反するのではないかということをお尋ねしたいと思います。この点についてはどういうふうに考えますか。給食も教育の一環であるというふうに言われましたから、この点について、３世代同居世帯の問題と絡めてお尋ねいたします。

○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）文部省通達の後に、実は裁判で最高裁判決が出たわけでございまして、それが先ほど私が申し上げました３９年２月の判決でございます。したがいまして、この履行につきましては、それぞれの町村の受けとめ方で、どちらにしろ実施すれば実施したで違法ではないし、実施しなければしなくてもそれは違法ですよと強く言える段階のものではないと思います。

　本町では、児童・生徒についての給食費の点につきましては、先ほど議員がおっしゃったような方法で補助的な意味で出しております。そういうような方法で、学用品、その他、部分部分によって、それぞれ町村によっての実態というのもあろうかと思います。本町はこの現在の実態で進めさせていただくということでございます。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）上毛町３世代同居世帯のこの補助、２分の１やっています。それ以外は全額自己負担ということですから、就学援助になる場合は半額やっているのかもしれませんけれど、基本的にはそれ以外の児童は全額負担ということで、教育の機会均等から見ると反すると思いますが、その点についての御認識はどうですか。
○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）機会均等という意味合いが、実ははっきり申しませんで、３世帯の児童・生徒につきましては、そのように３世帯の経済面等も勘案いたしまして、援助をいたしております。それ以外につきましては、要保護、準要保護につきましては、それぞれの援助もいたしておりますし、通常の家庭におきましては、それぞれ御負担を今のところお願いしているということでございまして、不公平というよりも、それぞれのいろいろな援助等につきましては、それぞれの実態に応じた援助というのは当然しなきゃいかんと。それこそが公平であろうというふうに思っております。

　以上です。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）自分にいい解釈しちゃいけませんよ。給食をはっきり教育の一環であるということを言われたのであるから、教育観点から見れば、これは明らかに反していると思います。早急に検討をお願いしたいと思います。反していないというのであれば、その論拠を示してください。

　それから、奨学金制度ですが、今かなりふえているということであります。国も今年度から高校授業料の無償化に所得制限を導入しています。これ住民税非課税世帯、年収２５０万以下、この範囲ですけれど、国もこういう方向で、何らかの形で無償化に取り組もうとしています。今はこういう動向にあります。

　旧大平村は、金額は少ないにしても給付制でありました。今、国やら世界的な動向がこの給付制に進んでいますので、一挙にということは行けないと思いますけれど、そういう方向で考えていけないのかどうか。今の貸し付けの方を全部全額給付にするとか、そういうことはいきなりしてもどうなるかわかりませんから、そういう試行錯誤の中で、そういう方向で考えていくということはできないんでしょうか。
○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）先ほど議員さんが言われました大平村時代の奨学金については、給付制度ということで行っておったようでございます。それを見ますと、１人当たり年額１２万という金額で、年間の新規奨学生につきましては３人以内という数字でございます。これにつきましては、結局資金のほうが足りず、寄附と利子を財源としてやったことによる金額と人数だったというふうに思っております。

　現在、上毛町が行っておる奨学金制度につきましては、自宅外の奨学生につきましては、１カ月５万円でございます。１年間で６０万円という奨学金を出しておりますので、それでも、今資金のほうが枯渇をしていっておるような状況で、これからまたその辺についても考えないといけないというふうには思っております。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）大平村の当時のこと、給付制ですよね。私も旧大平村ですから、そこの事情はわかります。そんなに財源がなかったですからね。そんなに多額の金を出していませんけれど、制度としては給付制でありました。

　それで、国もそういう方向に進もうとしています。しかし、いきなりできませんから、高校授業料のこの件について、今年度から所得制限を設けてやっています。ですから、上毛町もこの給付制に移行する、これも試行錯誤が要りますけれど、いきなりはできませんけれど、そういう方向で今後やっていくと、できるところからやっていくという考えにならないのかどうか、その点をお尋ねしているわけであります。

　町長、答弁をお願いします。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）現行で年々奨学金を増額してやっているということでございますので、現行制度で事足りるというふうに思っております。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）教育というのは投資ですよね。人材をつくる、これは投資ですよ。すぐには結果があらわれません。やっぱりそういう方向に投資するということで、長い目で見なければ、この問題は解決しないと思います。目先のことでは高い安いの問題に入ります。

　今、世界は給付制に移行が多いです。日本もそういうことを踏み切ろうとしていますから、基本的なスタンスは給付制に行くということで、国の流れにも従って、やっぱりこの町でもできる範囲のことは考えていく必要があるんじゃないですか。あくまでも現行制度、現行制度って、これ進歩ないですよ。人間を投資として考えるのが当然だと思いますが、いかがですか。

○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）教育は、確かにその場ですぐ答えが出ない人間づくりですので、長い目で見なければいけません。

　しかしながら、本町におきましては、奨学金におきましても、学生、児童・生徒に対する補助や援助というものは、他の市町村に負けないほどの力量でもって援助しております。これはもう間違いない。声を大にして、どこでも言えることです。奨学金につきましても、カットする方向じゃなくて、できるだけ広く、やはり生徒に活用してもらいたいと。その方針は町長もしっかり持っております。我々も、自分としてもその方針でこれからも続けていく。ただ、予算が伴いますから、もう何もかもというわけにはいきませんけれども、大事な子供、今、本町におる青少年はとにかく健全に精一杯学力、運動力、全てについて成長してもらいたい。その方針で、町長の命を受けて我々がやっておりますので、御了解いただきたいと思います。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）ですから、私は一度にしてくださいとは言っていないですよ。やり方としては、国も所得制限を設けてやっていますよね。知恵を出せば、予算の範囲内でやり方はいろいろあると思います。ですから、そういう方向で、給付制の方向で、知恵を出して、考えていけないかということであります。あくまでも貸し付け制、それはまだ最初は貸し付け制度が基本的なスタンスになると思いますけれどね。国とか世界の動向を見ると、もう給付制のほうに走ろうとしていますから、そういう方向で、できるところからやっていくという考えに立てないのかどうか。その点です。そういう考えに立てないか、基本的スタンスですよ。
○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）もどすわけじゃありませんけれど、町長の方針は、そのとおり前向きにとにかく子育てに全力を上げていこうと、経済的な面についても援助のできるところはやっていこうというのが、町長の方針でございますので、私どもはそれと合致して、今議員のおっしゃったとおり、その内容は十分吟味しております。ただ、全てみんな一遍にやりますよというわけにはいきませんけれど、その方向だけは持っています。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）町長、経済的な理由で援助するところは援助するということで、手厚い援助をするところもあると思います。そういうふうに私は理解したんですよね。そうした場合には、これは所得制限を設けて、低いところには手厚くするという考えですか。私はそういうふうにとったんですが。再度、町長に御確認いたします。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）今後、十分に検討して、前向きに検討して考えてまいりたいと思います。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）では、所得に応じて給付制も考えていくと、そういう方向で検討してみるということですね。再度確認します。そういうふうに理解いたしましたが、いかがですか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）現在のところ、その点は導入する考えはございません。
○８番（茂呂孝志君）結局は現行どおりじゃないですか。えらい教育長の御期待に、町長は沿えないということであります。今後議論していきます。教育長のほうからも、町長のほうに前向きに行こうじゃないかということを、進言してほしいと思います。

　それから、高齢者の外出支援の問題ですけれど、今のところ対応できているということではありますけれど、利用者のほうがふえてボランティアの方がふえないんですよね。ボランティアの方も、何かほかのボランティアをやっているので、必ずしもそれだけについているわけではありません。それから、農繁期もあって、対応できないときもあると聞いています。

　それで、このボランティアの方を利用するのはほとんど病院ということを聞いています。買い物じゃないんですよね。病院ということであれば、定期的に薬をもらいますよね。そうした場合には、どうしても決まった日に病院に行かないと薬をくれません。薬が切れますからね。ですから、そういう意味では、きちっと自分が行きたいときに目的地に行けるということが、どうしても必要な要件になっています。ですから、今後利用される方はふえると思います。ボランティアは簡単にふえないと思います。ですから、そういう状況、農繁期とか、ボランティアの都合で、ほかのボランティアもあるとか、いろいろあって、利用者のほうが病院に行きたいんだけど、薬をもらいたいんだけど、なかなか時間的にボランティアの方が対応できないという状況は、幾つか私はあると思います。そういう場合に、タクシー会社と契約して、利用券を配るんじゃなくて、そういう場合は、町かどこかがその方に利用券を渡して、タクシーに乗っていただくという形にしておけば、私は定期的に病院がいついつ来なさいと言ったその日に病院へ行って、きちっと診察を受けて、薬をもらえると思います。

　そういう患者の健康も考えて、ボランティアの方が対応できない場合は、タクシー会社とそういう契約すると、そういうことは私は必要だと思いますので、こういう高齢者の外出支援の問題について、私は一般質問を行っているわけであります。その点についてのお考えはどうでしょうか。
○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）確かに病院に行くのがほとんどらしいです。１週間に１回利用ということなので、仮にきょう行って、来週何日に行かないかんということであれば、前もって予約できるので、本人の行きたい日にちに行けないことはあんまりないというふうに聞いております。

　それから、ボランティアの方が今のところ足りておるようですが、どうしてもいないというときは、社協の職員が臨時的に行くということでありまして、そこら辺も含めまして現在のところ対応できておるということでございます。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）社協はかなり人数を減らしていますから、厳しい状況にありますよね。前は、町の職員もいましたけれど、合併後、いないからかなり仕事量がふえていますので、そういう状況にあるわけです。

　ボランティアの方が対応できない場合には、職員も対応しているということを聞いていますけれど、今後はふえる傾向にあるわけですよね。絶対に利用者がふえる。減るということはないわけですから、そういう事態は、今後は頻度を増していくと思います。ですから、タクシー会社との契約も必要になってくるのではないかなと思うんです。そういうことでお尋ねしているわけですよ。そういう考えは全くないんですか。その必要性が出てくればやるという考えでありましょうか。いかがでしょうか。
○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）それは誰でも行きたいときに、現地まで行きたいというのはわかりますけれど、今、申請があった場合、例えば町のコミュニティバスとか、吉富まで行く乗り合わせバスがあります。そういった申請があっても、停留所といいますか、そういった路線に歩いて行ける人、そういう方々も申請に出てくるわけですが、そういった方々には自分のためと、いろんなことでそういう方々はお断りしているということで、確かに申請はふえてはきておりますが、そういったことで自分で歩いて行けるような方はお断りしておるということで対応しておるところです。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）私は高齢者の外出支援で、これはそこのバス停に行けない方が対象ですからね。行ける方は、それはちゃんと自分で歩いて行ってくださいと言っているわけで、行けない方はボランティアの方が送って、また迎えに行くということですから、そういう意味で、今後そういう方がふえてくるということが予想されますので、そういう場合にはタクシー会社と契約して、利用券など発行して対応していくという私はスタンスを持っていいんではなかろうかなと思います。それが行政が果たす役割だと思います。ボランティア、ボランティアと言っていますが、地域の方は地域でやっていますけれど、しかしそれでも対応できないときには、行政は何をするかということになると、そういう方法も考えてはいいのではなかろうかなと思います。どうですか。
○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）ボランティアの方がいないということであれば、そういったことも考えなければならないと思いますが、それは先の話でありまして、現在のところはそういったことをする予定はないということです。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）そういう事態になった場合には考えなければならないということですが、当分はそういう事態にはならないということで、当分の間は現行どおり行くということで、そういうことで理解してよろしいでしょうか。確認です。
○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）はい、今のところは現行のままということでございます。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）今のところは現行のままで、そういうボランティアの方、社協の方が対応できなければ、タクシー会社との契約も考えていかざるを得ないということでよろしいんでしょうかとお尋ねしているわけです。
○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）そういうときになったときに、考えざるを得ないというふうに思います。どういうふうにするかは考えるということです。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）どういうふうにするかを考えますということですが、なかなか後退の方向で頑張っているようです。今後も私は、これについても実現の方向でやっていきたいと思います。

　それから、認知症の方への徘徊探知機の支援ですが、要望がないということでありますけれど、確かにまだ県下でもあんまりこういうことやっていないですからね。要望がないというか、そこまでになっていないということもわかるのですが、町が見守ってやると。これは地域の皆さんたちの力を借りてやるということですが、なかなか徘徊する方は、皆さんたちは常に「ああ、あの人出た」という形で、どこに行くかと、ずっとその人の後をつけるというわけにはいきませんからね。個人個人、皆生活がありますから。だから、そうなった場合に、こういう機械をつけておけば、意外と事故もなく発見できるということで、徘徊探知機の支援はどうだろうかということをお尋ねしているわけです。つけ方はいろいろありますよね。最近では靴のほうにつけるとか、体につけるのを嫌う人がいますからね。それで、これも自治体によっては、いろいろ試行錯誤しています。しかし、進んだところはこの探知機をつけさせるという方向で考えているようであります。町のほうもそういう考えはないかどうか、お尋ねします。
○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）先ほど、靴につけるというのは、行橋がそういうふうにするようですが、仮にそれをしても本人がつけていくだろうかと。いろいろな問題があるようです。また、充電が必要ですので、充電をちゃんとするだろうか。仮に今、行橋の例をしましたけれど、靴にするといっても、その靴を履いていくだろうかとか、はだしで出るんじゃないだろうかとか、いろんな問題があるようでございます。何かに書いておりましたが、体に埋め込むのが一番いいかなというふうなことも書いておりましたが、そういったいろいろな問題があります。

　現在のところ、地域で民生委員、自治会、福祉委員あたりで、見守りということでネットワークを組んでしておりますので、今のところはそういったことで対応したいというふうに思っております。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）なかなかそれでは限度が出てくるわけですよね。徘徊する方の行動に対して、見守りも限度が出てきますので、探知機を支援して、購入時には補助をしていくと、家族の方で認知症の方にこうしておくれよとかいう話し合いができると思うんです。ぜひしてくださいということを言えると思います。金を出していないとなかなか言えないんですよ。ですから、そういう一定の補助をして、そんなに高くないと思います。１万円程度でやっているところもありますのでね。そういう形で、できるだけ探知機をつけていただいて、事故を未然に防ぐという方向でやっていったほうがいいと思うんです。これが１００％完全だと私も思っていませんけれども、不十分ながら、よりいい方法ではないかなと思っております。どうでしょうか。
○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。
○長寿福祉課長（末松克美君）先ほどと一緒で、今のところは導入する考えはございません。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）では、次に行きます。

　就学援助に眼鏡ですね。答弁の中で、我が町の援助の種類を七つほど言いました。自治体によっては、この眼鏡をやっているところもあります。それで、義務教育の円滑な実施に資することを目的とするということであります。視力の弱い方は眼鏡がどうしても必要になります。やっぱり本人に合った眼鏡にするためには、目の悪い内容によっては高いレンズを購入しなければならない場合もあります。ですから、眼鏡も第１条の目的にかなったものではないかなと思って、そういう意味でやっぱり目が見えないと文字が見えないわけですから、勉強のしようがありませんから、眼鏡はやっぱり最低限必要なものだと思いますので、これに援助する考えはないですか。

○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）先ほども申し上げましたが、国の要保護児童・生徒の援助補助金の基準内容を見ましても、本町が行っている援助内容、先ほど七つほど言ったんですが、その内容での援助ということで、眼鏡だけではないかもわかりませんが、単独での物品購入に対する補助ということは今のところ考えておりません。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）援助の中に学用品というのはあるんですよね。眼鏡が学用品かどうかということも言ったんですけれど、目の悪い人は、まずこれをかけないと文字が見えませんね。ですから、学用品をいろいろ買っても、なかなか文字が見えなければ勉強できないわけですから。全員がこれは対象じゃないですよね。そういう特別に視力が劣る人、それに対しては眼鏡をやっぱり援助の対象にすべきと私は思います。

　町長、どうですか。そういう眼鏡というのは、まず目が見えない人は基本的な問題だと思います。目が見えない人は白いつえをつく。自分が生活をするときに、これはもう必需品ですよね。ですから、視力の弱い方、これは眼鏡をかける。これももう必需品ですよね。これをしないと、勉強できないわけですからね。そういう意味では、一定の視力以下の方は、やっぱり眼鏡については援助の対象にすべきではないですか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）今のところは、その一定の視力というのはどこまでなのかわかりませんが、全く見えないということでなければ、その線引きが難しいと思いますので、考えておりません。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）全国で、この眼鏡を対象にしているところがあります。ですから、基準をそういうところを参考にしながら、おのずと基準は出ると思います。そういう方向で、お考えはありませんか。基準を決めるのは簡単ですよ。全国で決めたとこあるんですから。どうですか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）いずれにしても、眼鏡に特別特化するということは考えておりません。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）やっぱり目の見えない方は、これは絶対必要なものですからね。先ほど何遍も言うように、盲導犬が必要な方、白いつえが必要な方、やっぱり勉強するときに一定の視力以下の人は眼鏡は絶対必要ですよ。これがないとできないわけですから。そういう人たちは特殊なハンデを背負っているんですよ。そういう人たちには、やっぱり行政の力で所得が少ない方については援助して、教育の機会均等を与えるというのは、基本的なスタンスじゃないですか。いかがですか。

○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）町長がおっしゃったように、実はこれは学用品という項目がございますけれども、１品ごとの項目というのはありません。例えば、眼鏡が要れば、今度は耳のほうも要りますし、いろんな部分がありますのでね。今、眼鏡という単独の、大切で重要で、見えないのは困るのはもう重々わかりますけれども、そこだけポイントを置くというわけにはいきませんので、一応学用品として対象を絞っておりますから、今奨学金の会長が申したような方法で施行させていただきたいと思います。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）やろうと思えば、町の判断でやれることですから、必要があれば眼鏡、そういう補聴器も必要な方があれば補聴器、やっぱりする必要があると思います。やっぱり目が見えなかったり、聞こえなかったりしたら、どうしようもならんですからね。

　次に、保育料の第２子半額と、社会福祉士と連携した保育所の運営ですが、保育の現場に、保護者なんかも保育士にいろいろと相談する場合があると思います。しかし、保護者の悩み、保育士の悩み、そういうのを包み込んで相談できるというこの福祉士さん、月に１度ぐらいその人等を交えて、保護者の皆さんや保育士の皆さんと一緒になって懇談し、その中で解決方法を探していく。そういうことで、やっぱり上毛町の保育の質が高まっていくのではなかろうかなと思います。そういう意味で、保育士との連携をとった保育所運営が必要ではなかろうかなと思いますが、その点、どうですか。

○議長（大山　晃君）子ども未来課長。
○子ども未来課長（岡崎　浩君）先ほどもお答えいたしましたが、巡回相談という事業を教育委員会のほうが行っております。それについては、保育園児も対象とできるということで、近々さまざまな発達障害のある子供の相談事案について、現在保護者を含めたところの相談事業の準備をいたしておるところでございますので、既に行っております。

○議長（大山　晃君）茂呂議員、消費時間を確認ください。

○８番（茂呂孝志君）発達障害以外に、悩みはいろいろあると思います。ですから、そういういろんな悩みに対応できるために、社会福祉士との連携が必要とあると思います。そういう方向で検討していっていただきたいと思います。

　最後になりますけれど、麦酒館の使用状況ですが、権利者は特定できたということであります。ですから、権利者はこの土地の明け渡しについて、どのように申されているか、お尋ねします。

○議長（大山　晃君）会計管理者。
○会計管理者（中　　豊君）土地の明け渡しということでございますけれども、当町から請求はしておりません。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）権利者の特定ができたのはいつですか。

○議長（大山　晃君）会計管理者。
○会計管理者（中　　豊君）これは税務調査ということで、税務課のほうにお願いというか、税務調査の中でというふうなことでございます。日にちについては、２６年１月というようなことでございます。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）今まで何度も言ってきたんですから、当然私は聞くべきだと思います。なぜ聞かないか、ちょっと町長にお尋ねします。このスマートインター周辺の開発については、旧麦酒館跡地は入れないという考えですか。入れれば、当然私は権利者にそのことをお尋ねするべきだと思います。最後に、時間がありませんので、これを求めて終わります。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）今回の整備というのは大池公園周辺ということで、この部分はその次の段階となりますので、直ちにということになりませんので、そこまでまだお願いしておりません。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）除外する可能性もあるんですね。
○議長（大山　晃君）会計管理者。
○会計管理者（中　　豊君）先ほど町長が答弁したとおり、関係課と協議をしたいというふうなことで思っております。

　以上です。
○８番（茂呂孝志君）時間になりましたので、一般質問を終わります。
○議長（大山　晃君）茂呂議員の質疑が終わりました。

　続いて、７番　荒牧議員、登壇ください。
○１番（荒牧弘敏君）私より３点について御質問いたします。

　１点目で教育現場の現状について、２点目で職員研修の現状と今後について、３点目につきましては、農業振興について。詳細につきましては、自席にて行いたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）教育現場の現状についてということで、１点目につきましては、昨年度、管内の小学校の６年生の授業態度が非常に乱れているということで問題になっておりました。それに伴いその下級生、５年生、４年生についても若干の乱れがあるんではないかと言っておりましたが、６年生が卒業すれば、また４月より新学期が始まり、心機一転して授業態度等もよくなるんではないかというような話もなされておりました。そういう中、夏休みも終わり、新学期になりました。また、夏休みの間の生活態度ということで、新学期になった時点での管内の小学校、また中学校の学校での生活態度、また授業態度については、どのような状況になっているのか、御報告をお願いいたします。
○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）それでは、荒牧議員の御質問にお答えいたします。非常に短い言葉ですけれども、的確な核をついた御質問でございます。
　学校生活と授業態度は問題なく行われています。結論から申し上げまして、全く今は小中学校４校問題なく、生活も問題なく、授業態度も問題なく行われております。昨年問題になりました唐原小学校ですが、高学年の四、五、六でしたけれど、今はそれぞれ卒業しまして、５年、６年が今、６年は全く落ちついて生活しております。５年も今のところ複数でかかわっております。

　ちょうど昨日、スクールカウンセラーが別府大学から参りまして、「急速な正常化ですね、これは」と言って、感嘆して帰られたというので、またその先生方に、一つ頑張るように励ましているところでございます。しかし、油断はできません。油断をして、あんなふうにして壊れるようなことがあったら大変です。常に心配り、気配りは先生方に落ち度のないようにということでお願いをしております。

　１点についてはそういうことでございます。

○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）それでは、今のところ小学校、中学校の児童・生徒の授業態度については、心機一転ということで乱れもなく、順調に教育現場は行われていることでいいですね。

　そして、２点目の小中学校の不登校生徒の現状について、そういう生徒が現状何人ぐらいいるのか、簡単でいいですけれど、お知らせ願いたいと思います。

○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）この不登校が、中学校がことしは多くなりまして、２年、３年生が今１０人おります。小学校は１人、１人、２人おりますけれど、これはもうはっきりしております。

　その要因は、先生方がとにかく今、不登校生徒についての家庭訪問は担任が行くのではなくて、マンツーマン方式といいまして、その家庭の親や子供と話しやすい先生がそこに行くという形式を今とっております。

　その先生方がそれぞれ調べた中で、やはり私どもが一番心配するのはいじめがあるんじゃないかということですが、そのいじめという文言はほとんど出ておりません。いじめは調査も毎月やっておりますけれど、その点は今のところ出ておりません。一番多い理由は、何と言ってもやはり友達関係で、集団生活が苦手な子供、コミュニケーションのあまりうまくない子供というのがかなり多いのが今の子供の特徴です。つまり１人で遊んだほうがいいと。

　それから、生活の乱れがあって、朝早く起きるのにはどうしても抵抗がある。夜がおそいんでしょうか。起きたら、起立性調節障害といって、目まいがするというような病的なことを申す子供もいるようです。

　それからもう一つ、一番多いのは家庭環境によるもので、今は家庭でも強力に学校に行きなさいという言葉を使わない親御さんがかなりおります。家庭の問題もあります。また、ここにＤＶ等で家庭が壊れて、そこから今、立ち直りに一生懸命頑張っている家庭も４割ほどその中に入っております。そういう家庭の子供さんがおりますので、そういう子供の対応というのを今やっているわけでございます。相対的に言えますことは、私どもから見たら、もっと気力出して頑張ってという感じがいたしますけれど、考えようによっては非常にデリケートな神経を持った子供さんがかなり多いということでございます。

　また社会全体が、実は不登校と言ったら非常に心配をする傾向があるのですが、実は不登校でも高等学校に行けるんです。不登校でも推薦で高等学校に進んでいきます。また、不登校で普通の学校じゃなくて、行きたいときに行って、単位だけとって卒業するという、そういう学校も今、県立高校からできております。ちなみに１人は、中学校は不登校でしたけれど、高校はそういう高校に行って、そこで単位をとって卒業して、公務員の事務職員になっている生徒もいます。ですから、不登校にも将来が展望されるところもあるものですから、それは学校に関連するのがあるのかどうか、そこんところはわかりませんけれども、そういう状況であります。

　いずれにいたしましても、学校としては、本来は勉強するべきところは学校ですから、やはり家庭訪問しながら、先生方が呼び戻しに今努力をしているところでございます。

　以上が、不登校の話です。

○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）小学校については何名だったですかね。１名、２名。
○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）小学校については２名おります。１名は、実はこれはある担任の先生が厳しいので、あの先生は怖いというようなことで、学校に今、担任はいつも家庭訪問を毎日しているのですが、先生に会いたくないといって、来れない子供がいます。

　もう１点につきましては、実は家庭のネグレクトといいますか、家庭における世話があんまりできていないというようなことがあって、来れない子供もいます。それを二つ、小学校はそういうことです。
○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）そうした場合、不登校の場合、その教育についてはどのように行っているんですかね。教育、勉強。
○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）プリント、そういうものは必ず担任なり、マンツーマンの先生が家庭訪問して、本人に届けます。そして、それをさせる。本人にしなさいよと言って、させるような形式をとっております。中には、ときどき学校に来ますけれど、ほかの生徒と会いたくないというので、別室で宿題をすることもあります。そういう方法で学力の、要するに補強というのはやっているわけですが、みんなで一緒にするほど万全にはないんですけれども、そういう形をとっています。
○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）そうした場合、義務教育の小学校、中学校においては、マンツーマンの教育をするので、出席日数等関係なく小学校から中学校になり、中学校から高校になるということで、そういうところは、プリント等学習は十分にしているということで、卒業はスムーズにいくということで、よほどの事情がない限り中学校までは卒業できるということの解釈でいいですか。
○議長（大山　晃君）教育長。
○教育長（百留隆男君）義務教育は、年齢で義務教育年数が進みますので、大体不登校であっても、６年生で小学校は卒業させます。それから、中学校も３年生で卒業。そして、進学したい子供がいたら、進路指導もします。ことしも進路指導で高等学校に進んだ子供もいます。そこで変わる子供もおるし、変わらない子供もおりますね。そういう実情です。
○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）ありがとうございました。

　続きまして、職員研修の現状と今後についてということで、現在職員研修をどのようにして行っているか、現状のところを簡単でいいですから、御報告お願いいたします。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）それでは、現状といいますか、今後の取り組み等につきまして、御答弁させていただきます。

　まず、町が示した職員に対する研修目的によりまして、町ではまず職場研修、それと職場外研修等々実施しております。

　まず、全職員対象の職場研修では、２６年度は２回、これも毎年２回しておりますが、１回目、前期ではコンプライアンス研修を６月に実施しておりまして、参加人員が７３名ということでありまして、後期では１月に接遇研修を予定しているところでございます。

　それから、次の職場外研修につきましては、市といたしまして、市町村職員研修所、これは大野城にありますが、そこでの研修となりますが、特に階層ごとの能力育成カリキュラムや時代の要請に適した選択研修ということで行っております。具体的には、初任者研修、それから中堅職員研修、係長研修、課長研修でございまして、２６年度はこの研修に９名参加しております。

　それから、同じくこれもこの研修所で行いますが、年間の研修プログラムによりまして、研修希望をとりまして、専門研修等にも今年度で、今からもありますので約４０名を研修させるということで予定をしております。

　かつ、高度な知識取得のための、ことし中は出しておりませんが、過去には国土交通大学、それから市町村アカデミーへの専門課程の研修にも参加させているということでございます。

　また、今年度は特に町が開設いたしました北九州でのアンテナショップにも参加させて、町のＰＲを兼ねて接遇等の研修を行っておりますし、県の市町村支援課にも研修生ということで、今年度１名の職員を派遣しているところでございます。

　それから、今後の取り組みでございますが、今後につきましても引き続き職場研修、または職場外研修を実施いたしますが、研修内容につきましては、職員の課題点あるいは問題点等を精査いたしまして、研修内容を決定したいというふうに考えておりますが、特にコンプライアンス研修あるいは接遇研修、法制執務研修、それからメンタルヘルス研修が候補になろうかというふうに思っておりますし、専門研修につきましても、各職員の能力開発のための研修に参加させたいというふうに思っているところでございます。

　以上です。

○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）そうした場合、総務課長については、ほぼ十分な研修を全職員に受けさせているというような判断でよいでしょうか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）全職員に行います研修が、先ほど言いました２回ありますので、これは仕事の都合で出られない場合がありますが、ほぼ１００％の出席率でございますし、あと、職員の希望によりまして大野城の研修所ということで、職員によっては４回、５回という職員もありますが、そこらはうちのほうの研修の計画によりまして、希望する研修があればなるべく行かせるようにしているところでございます。
○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）そしたら、私たちからして見れば、職員研修についてはほぼ十分にされているものと判断いたします。

　それから、各課の縦割り行政ということで、いろいろ話も出ますが、現在各課の職員の行動計画あたりの把握は課長がしておると思います。そうした場合、各課の課長の行動計画については、総務のほうで大体把握しておるんですかね。行動計画というのが出張または会議等、総務のほうで一括して各課の行事予定は取りまとめているというような格好はとっているんですかね。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）各課長の行動予定につきましては、うちのＩＰＫ、要するに庁内の電算システムネットワークを使いまして一覧できますし、また出張等につきましては、町長決済ということで、町長まで確認できるということでございます。ちなみに、行動につきましてもＩＰＫ等で町長、副町長が確認できるということでございます。
○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）そうした場合、各課長からは町長、副町長あたり、または教育長あたりの行動についても、把握はそういう関係でできるようになっているのですか。
○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）先ほど申し上げましたＩＰＫ、要するにネットワークの中には、全ての職員も入っていますが、特に私が見ていますのが、各課長の分も入っていますし、町長、副町長の分も入っておりますので、そこらは逆に見ますと、各所管課長から日程調整する場合に、まず町長の予定を見て、入っていれば変更するとか、それくらいの確認を行いまして、町長の行動等も確認できるという行動決定をしているということでございます。
○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）ありがとうございました。

　それから、ちょっと副町長にお聞きいたします。上毛町に就任しまして、もう６カ月目になります。おおむね職員の名前と顔は、課長は一致しますか。

○議長（大山　晃君）副町長。
○副町長（今任和広君）当然のことですが、課長は全員もう知っておるんですけれども、まだ各担当職員全員の顔、名前までを覚え切れておりませんので、これはもうこれからもコミュニケーションを密にとりながら、こういった事件もあったこともございますし、なるべく早く全員の顔、名前を覚えたいと思っております。

○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）ありがとうございます。大変忙しい中、ありがとうございます。早急にまた全職員を覚えていただきたいと思います。

　このままいきますが、いいですかね。

　農業振興について、町の基幹産業である農業振興を図る上で、今後頑張る農業者を町独自でどういうふうにして応援していくか。今まで町長の話の中で、頑張る人については町としても応援するというふうな言葉が再三聞かれますので、管内の農業者、どのような応援の基準を設けてするかとか、またどのような方法で支援していくかというようなことを今後、町独自で考えているなら、お聞かせ願いたいと思います。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）町独自ということになりますと、まだまだ今後、担当課と十分に協議をしながら進めてまいらねばならんと思っておるわけでございますが、これまでの経緯で言いますと、本町の基幹産業の農業の振興を図る上で、どのように支援するかという質問でございますので、現在行っている農業者に対する支援内容を申し上げますと、国・県の交付金、補助金の活用、並びに町独自として上毛町農林漁業振興対策事業補助金により、パイプハウスの設置、レタスの苗、ナス栽培用の支柱、柚、柿等の振興果樹に対する苗木及び防風、防鳥施設、また導入時１回限りの支援となりますが、集落営農組織等に対して機械購入時助成等の支援をさせていただいているところでございます。

　今後頑張る農業に対して、町独自でということでございますけれども、現段階では具体的な施策というものをお示しすることはかないませんが、国におきましても、本年度を新農政実行元年と位置づけて、今後１０年間で農業・農村全体の所得を倍増させるとの目標を初め、幾つかの目標数値を定め、現在各施策が講じられているところでございます。

　このようなことから、本町の農業者がその目的を達成するために、議員がおっしゃられますよう、町独自の支援策が必要であるということは、十分認識をいたしておるところでございますし、本町の農業に対する独自の支援策を考える場合、国・県における補助事業等を基本に考えることはもちろんですが、農業者で組織されます認定農業者連絡協議会、集落営農組織連絡協議会及び両直売所に組織されております出荷組合、出荷者協議会等の意見、要望をお聞きしまして、真に頑張る農業者に対する独自の支援策を、所管課と財政との協議を踏まえながら検討してまいりたいというふうに考えております。

　具体的な支援策ということであれば、もう少しお待ちいただきたいと思います。

○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）それでは、農業に関係ある組織と今後協議しながら、今より充実した頑張る農業者については支援していくというほうで取り組んでいくというような理解でいいでしょうか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）そのように考えているところでございます。
○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）そのような結果については、いつごろまでには関係課と取りまとめをする計画になりますか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）それにつきましても、本年度中には考えてまいりたいと思っております。

○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）ぜひそのような方向で考えていただき、２７年度の事業につきましては、頑張る農業者に対する町独自の支援策が出てくることを期待しておりますので、よろしくお願いいたします。

　続きまして、担い手の育成について、町の考え方についてお聞きしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○議長（大山　晃君）産業振興課長。
○産業振興課長（永野英憲君）ただいまの議員の御質問につきましては、私のほうから御答弁をさせていただきます。

　議員御質問の担い手、後継者の育成ということでございますが、この担い手、後継者不足につきましては、現在の農村における人の問題といたしまして、各自治体においてその対策が急務というふうになっております。

　本町におきましても、その対策を図るべく平成２４年度に人・農地プランを策定させていただきまして、現在プラン策定地区４地区におきまして、５２の中心となる経営体を定めさせていただいているところでございます。また、後継者対策につきましては、国の制度でありますが、青年就農給付金を活用させていただき、現在３名の新規の青年就農者に対しまして、給付金の交付を行っております。

　本町の担い手農業者ということでございますが、まず土地利用型農業で考えますと、認定農業者または集落営農組織になろうかというふうに思います。現在本町には、個人農業者の認定農業者は４５名、集落営農組織が６組織ということで、計５１経営体を認定農業者として認定をしており、また集落営農組織につきましては１４組織ございます。またそのうちの８組織が、いま現在法人化ということで活動をしております。この認定農業者が経営する耕地面積でございますが、作業住宅を含めますと約５９５ヘクタールという面積でございまして、本町耕作面積の約６０％を超える面積が、現在この担い手のほうに集積をされているというような状況でございますが、しかしながら、この認定農業者の平均年齢を見ますと、もう６０歳ということになっております。また、６０歳以上の認定農業者も２３名というようなことで、個人認定農業者４５名の約半数が越えているというようなことでございます。このようなことから、本町におきましても、この担い手の育成、また後継者の対策というのは急務というふうに認識をしております。

　この件に関します町の考えということでございますが、現在国・県に対しまして、確実に後継者の確保が図れます親元就農に対する支援制度の創設というようなことで、要望を現在させていただいております。現在、先ほど言いましたように、青年就農給付金制度で、後継者の対策を行っているところでございますが、本町の土地の流動化等を考えた場合、土地利用型農業における新規就農は大変難しいというふうに考えるところでございます。この親元就農に対する支援制度を、土地利用型農業における後継者対策の一つというような考えをさせていただきまして、今後これにつきましては検討をさせていただきたい、また実現に向けて担当課としては努力をさせていただきたいというふうに思っております。
　なお、この件につきましても財政等ございますので、十分にまた財政課と、また最終的には町長の御判断をいただくということでさせていただければと思っております。

　以上でございます。
○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）３人のところ、今、新規就農で就農したという話ですが、品目についてはどのような品目ですか。
○議長（大山　晃君）産業振興課長。
○産業振興課長（永野英憲君）１名の方が水稲とイチゴ、イチゴのほうが主でございます。もう１名の方がイチゴ、園芸１本でございます。もう１名の方が土地利用型、水稲、麦でございます。

○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）園芸品目のイチゴであれば、そう大きい面積は必要ないと思いますが、小麦、大豆の土地利用型になると、かなりの面積が必要となるが、そういうところにつきましては、流動化を図り、後継者に面積の集積を図っていくというような方向で捉えていいですか。

○議長（大山　晃君）産業振興課長。
○産業振興課長（永野英憲君）この１名の土地利用型の農業者につきましては、どうしても町内のほうにはそういう大きい土地はございません。今議員がおっしゃられるように、土地利用型でありますと、ある程度の農地の確保がなければ経営ができないというようなことでございますので、計画といたしましては、町が豊前市、近隣のそういうところに土地を求めていくというようなことでございます。

　こちらの方につきましては、お父さんのほうも認定農業者になっておりまして、その経営を別にしての新規就農ということでございますので、そこのところについては、お父さんからのそういう経営圃場の移動みたいなものもあろうかと思います。

　以上でございます。
○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）そしたら、育成につきましては、今後とも特に土地利用型農業は面積が必要であるので、流動化を図りつつ、育成してもらいたいと思います。

　以上で、質問を終わります。

○議長（大山　晃君）荒牧議員の質問が終わりました。

　お諮りします。本日の会議は、会議時間内の終結が困難と予測されますので、あらかじめこれを延長いたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（「異議なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）異議なしと認め、よって、本日の会議は延長することに決定いたしました。
　続いて、安元議員、登壇ください。

○７番（安元慶彦君）７番議員　安元です。皆さんお疲れでございます。一般質問のしんがりを務めます。

　私は、今定例会で、次の４点について質問をしてまいります。

　１点目として、人事管理について。２点目として、ふるさと納税について。３点目として、大平楽のその後の状況、いわゆる後始末の関係ですね。それから、最後の質問として、水道使用料の見直しの考えはないかどうかをお尋ねいたします。

　詳細につきましては、自席のほうから質問いたしますので、明解な答弁をお願いいたします。
○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）質問の本題に入ります前に、町長にちょっとお尋ねといいますか、お考えを聞きたいと思いますが、町長は政治の要諦をどのように思っておりますか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）聞き取れなかったので、もう一度お願いします。
○議長（大山　晃君）もう一度お願いします。

○７番（安元慶彦君）政治の要諦。最も大切なところといいますか、基礎になるといいますか、そういった思いを日ごろどんなふうに描いておりますか。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）ちょっと私も理解できないんですけれども、基本的に情熱を持って、政治に当たろうというふうに思っております。
○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）ちょっと今聞き取れんやったけれど、どう言ったんですか。
○議長（大山　晃君）町長、再度。
○町長（坪根秀介君）情熱を持って政治に当たりたいと思っております。
○７番（安元慶彦君）情熱を持って。わかりました。

　私は、信頼であるというふうに思っております。やっぱり信なくば立たんという言葉がありまして、国においても信頼を国民から失うと政権の交代ということもあるわけでございますから、初日にちょうどあなたがおっしゃったように、今回の事件がありまして、町長の言葉として、町民に心から信頼されるように努めたいと。私はまさにその一言に感激しましたよ。この姿勢でもって町長がこれからやっていただければこれは間違いないと、そういうふうな確信も記憶したわけでございます。ありがとうございました。

　最初の質問として、人事管理ということで上げておりますが、私は先の６月の議会でもこの件についてお尋ねをいたしました。平成２１年度から導入している人事評価制度に多額の経費を投入してきているが、その効果はどうかと、こういう質問をしましたところ、副町長が数字を出して、こうこうこういうことだということを言いましたけれども、私は全く理解しておりません。こういう数字が出るはずがないと私は思っているんです。ですから、それはそれとして副町長の考え方ということで、私は受けとめておりますけれども、私は理解はしておりません。

　それで、今回の職員の不祥事ということで、全くの驚きですよ。もう相当情けないですよ。こういうことをやっておりながら、そういうことがなぜ起きるのかと。いわゆるその人事評価というものは、その一人一人の職員の長短、あるいはいろんな持ち合わせた技能といいますか、そういうものをいろんなところで職員一人一人の評価をやって、それで適材適所ということで、私は人事配置というものが行われているというふうに思っておりますし、そういう中で、こういうことが起こったということは、まさにこの職員が、どなたか知りませんけれども、役場の職員としてのいろはがどうかなと、こんなふうに疑念といいますか、そういうものを抱いておるわけですね。１職員の起こしたミスが、職員全体の信頼を失してきておるというふうに思っております。全く汚点ですね。

　そこで、再度お尋ねしますが、この制度の導入が生かされているのかどうか。何か新しいことをやって、表面上、斬新的な見せかけに終わっているのではないかと。職員が上司に対して、いわゆるこびるパフォーマンスを表面上身につけるようなことになっているのではないかと。そういうことではないかなというふうに、げすの勘ぐりかもわかりませんけれど、私はそういうふうに思わざるを得ないかなと。だから、こういうことが起こり得るのかなというふうに思うわけですが。

　町長に立てましょうか。人事担当は総務課長ですが、どっちでもいいですから、答えてください。

○議長（大山　晃君）副町長。
○副町長（今任和広君）御質問は、人事評価制度が生かされているのかどうかということかと思います。
　今、御発言の中にもありましたように、上毛町につきましては、平成２２年度から人事評価制度試行導入、また実施をしてきておるわけでございますけれども、前回と同じようなお話になるかもしれませんけれども、総合的に見ますと、職員の能力や意欲を高めて、組織の活性化を図るという上では、ちょっとこれは繰り返しになるんですけれども、なかなかそこを数値でお示しするのが難しい部分というのはございますけれども、一定の効果があるものとは認識をしておりまして、総合的には生かされているものと考えております。

　ただ、今回御指摘のように、高額療養費未請求案件というのがございまして、そこに視点を向けますと、所管課においてこの案件が指摘できなかったというようなところを見ますと、この人事評価制度が十分に生かされていなかったと言わざるを得ないと思っております。

　この案件につきましては、担当者の職務意識や、コンプライアンスの観点からも問題がありましたし、その人事評価で面談を行うわけなんですけれども、そこで指摘なりができなかったということで、監督責任についても問題があったということで、反省をしているところでございます。

　今後におきましては、各業務のマニュアル等に基づきまして、課長が担当者の業務をチェックいたしまして、その結果をこの人事評価制度に十分に反映させるようなシステムを構築しなければならないというふうに考えております。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）言うまでもないんですけれども、こういった行政組織というものは物の生産をするような現場といいますか、そういう会社じゃなくて、誰が何個つくったとか、この人が何個つくったというようなことではなくて、一つの事業というものを進めていくときに、いわゆるチームプレーがないと、俺の仕事さえ終わっとれば横の人が幾ら仕事しとっても、俺はもう時間が来たから帰るよというようなことでは私はないと思っているんですね。みんなで取り組んで、一つのものをなし遂げていかなければならないと、まさにチームプレーだと思っているんですね。いわゆる連携を密にして、課長を中心にして、今回はこういう新しい仕事が入ったからみんなでやって、その中でどれとどれはどなたとどなたがやってくれと、でき上がったものはみんなで評価をして、苦労があったけれども喜ぶと。そして住民の皆様方に示していくと。これが私は、役場のこういった行政組織の仕事であるというふうに思う。俺さえよければ、俺さえ済めばいいんだということでは決してないと思っているんですよね。

　そういうことで、ほかの方からもいろいろ話が出ましたけれども、本当にチームプレーになっているのか。この課に限らずですよ。全体を通しまして、それぞれがやっぱり課長、係長を中心にした、そういった組織を上げてのチームプレー的なものになっているのかどうか、再度お尋ねをいたします。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）私から見える部分と見えない部分もありますし、なかなかよくチームプレーができているというようなところも感じるし、そうでない部分もあるんだろうと思います。それと、安元議員さんも行政のほうに長くおられましたし、昔はよかったという部分もあると思いますし、そういう昔のいい部分、悪い部分も含めて、時代とともに失われていった、時代の弊害というか、昔を懐かしく思うような、本当は今の状況というのがどうなのかな、しかも、合併して少数制でやっている中で、本当に生かされているのかなと。本当に人間味があるそういうチームプレーができていくのかなというのに、まだ不安もありますけれども、人事評価制度というのはここだけじゃなくて、全国共通でやっているようなことだと思いますので、これだけでは確かに不十分だと思っておりますし、これから地域の特性・特色も生かしながら、本当に上毛町の職員として、何が一番いいのかというのを連携を図りながら、補足する部分は補いながら、みんなで力を合わせて情熱を持って、また信頼される行政をつくっていきたいと思っております。
○議長（大山　晃君）安元議員。

　総務課長、じゃあどうぞ。

○７番（安元慶彦君）町長の答弁でいいよ。もう時間がないから。皆さんにおそくまでして、俺がしゃべったら大変だから。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）何か町長の今の答弁聞きましたね。少しかばって、いわゆる護送船団的な。もう少し、町長、議会のほうから執行部に入ってまだ数カ月ですから、私の見た目では、ちょっといかがなところが多いですとかいうようなことを言うのかと思ったけれども、これはなかなかやっぱり身内をかばうというか、いわゆる護送船団的に来たなというふうに。そうしますと、先ほどの信頼というものが、少し雲がかかってくりゃせんかなというような感じもするんだけど。そういうことじゃ困りますけれども。そういうことで、みんなでもって一つ。

　これは、私はこの前も言いましたけれども、まさに皆さん方は地方部にとっては人材です。人の財産です。非常に大切な皆さんポジションにおりますから、町民の皆さんがやっぱり役場のすることはいい、役場の職員の皆さん方は本当、汗水流して我々のために一生懸命やってくれておるということで、皆さんに町民の皆さん方は税金をお任せしているんですから、まさに税金の重さですよ。税金の重さを知ってもらわないと、妙なことが起こったり、無駄遣いが起こったりするわけですから、そこのところ一番基礎になるところですから、ぜひ税金の重さというものを日常の中で肝に銘じながら、職務の遂行をやっていただきたいなと、こういうふうに思うわけでございます。

　それで、今回の件で、懲戒処分をやっております。これは、ちょっと質問の中にも書いておりますけれども、その根拠法令はどこを適用しておるのか。いわゆる地方公務員法３３条、信用失墜ですね。してはならないと。あるいは、地方公務員法３５条の職務専念する義務。こういうところが思い当たるわけでございますけれど、どの条項になっていましょうか。

○議長（大山　晃君）副町長。
○副町長（今任和広君）懲戒処分の根拠法令ということでございますけれども、地方公務員法第２９条第１項の規定により、職員に対し懲戒処分として戒告・減給・停職または免職の処分ができるとなっておりますので、この規定、また上毛町職員の懲戒の手続及び効果に関する条例において、趣旨及び懲戒の手続等が上げられております。これらに基づいて処分を行ったということでございます。
○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）確かに２９条は懲戒ということで、そういうものができるということになっておりますけれど、それに基づいて、どれかを充てていると私は思うんですよね。さっき言いましたように、職務怠慢か。職務に専念する義務がある、あるいは信用失墜。そういうことの中で、１００分の１０とか何とかという行政処分をやったんでしょう。私はそれを尋ねているんですよ。

○議長（大山　晃君）副町長。
○副町長（今任和広君）地方公務員法第２９条の第１項の規定の中で、第１号この法律等々の定める規定に違反した場合というのが第１号であるわけですけれども、第２号で職務上の義務に違反し、または職務を怠った場合というのがございますので、ここを適用しております。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）職務を怠ったということですよね。

　それでは、職務を怠ったということですから、いわゆる勤勉ではなかったと。勤勉手当はどうなりますか。

○議長（大山　晃君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）当然影響いたします。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）当然のことだと私は思っておりますけれど。

　それから、この程度。今回出したものがやっぱり出たと。ベストといいますか。

　私は少し軽いかなというような感じもしますけれどね。そういうことはあっては困りますけれども、この程度なら大したことはないなと。例えば３０万給料を取っていた方なら３万円ほどカットされて、それで１カ月か２カ月ちょっと辛抱しておけばいいんだということで、何となく軽いんじゃないかというような感じがしますけれども。どうですか。あなた方はそれは軽いとは言わんですよね。やったんですからね。私はそんな感じがして、何かこういうことをすると大変なことになるんだよと、身を引き締めて毎日の職務に精励せないかんなということにならないと、大したことはないんだというようなことで終わればというような感じがしますが、どうですか。
○議長（大山　晃君）副町長。
○副町長（今任和広君）今回の懲戒処分の内容につきましては、今回の問題の事実確認や関係者からの聞き取りを行いました上で、人事委員が出しております懲戒処分の指針、あるいは過去の他の自治体で発生しました高額療養費未請求案件の事例等を勘案いたしまして決定をしたものでございまして、我々としては決して軽いとは思ってはおりません。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）その余波といったら、ちょっと言葉が軽いかもわかりませんけれど、やっぱりそういうことによって町長みずからが責任者として責任を今回とるということで、条例改正が出ておりますが、そういった自分だけではなくて、同志とか、あるいは最高責任者のところまで責任が及んでいくんだというようなことの中、やっぱりこの重みというものをしっかり職員の皆さん方に肝に銘じてもらわなければならないというふうに思っております。

　話に聞きますと、大体６月ごろからこの件というものが発見されたというようなことらしいんですけれど、これは定かなところはわかりませんけれどね。そういうところで、町長、初めてのケースですから、町長の耳に入ったときに、まず一番先にお感じになったことはどんなことですか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）６年間ということでございましたので、ここまでチェックが何でできないんだろうというふうに感じました。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）もうこれから二度とこういうことのないように、いいことで上毛町が新聞に載るのはいいけれど、全ての新聞に上毛町にこういう事務的なミスがあって、こういう処分が行われたというようなことで、非常にこれはまさに私がさっき言いましたように、上毛町に対する汚点ですよね。町長が、九州一輝くまちにしようというのに、職員がそんなことをしよるかなというようなことになったので、これはもう逆のイメージになるわけですから。そういうことですから、今から質問しますけれども、ふるさと納税やら来んかもわからん。

　２点目のふるさと納税につきましては、宮本議員、それから宮崎議員から出しましたから、もうあまり深くはお尋ねしませんけれども、通告しておりますように、今まで本町にどれだけの方が寄附をしていただいておるのか。また、同時にうちの町の方が他の自治体にどれだけ寄附しているかをお知らせいただきたいと思います。

○議長（大山　晃君）税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）議員質問の、ふるさと納税の件数と金額ということでございますが、午前中の宮本議員の中の答弁でもさせていただきましたが、全体の総額で２５０万１,０００円。延べ寄附者といたしまして５４件の寄附がございました。これにつきましては、使途の指定のない寄附金というふうになっております。

　それから、町内の方が町外に寄附した分でございますが、うちのほうで昨年の申告等で把握している分につきましては２件ございます。

　以上です。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）金額はわかりますか。

○議長（大山　晃君）税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）済みません。金額まではちょっと把握は……。

　済いません、お２人の方で、合計４万円でございます。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）ありがとうございました。

　それで、お礼といいますか、返礼に何かブランド品を送ってやりよるということでしたけれども、町内でできた農産物とかそういうことで、いろいろあると思うんですよね。何か特別に加工してとかじゃなくて、米もあればお茶もあるし、いろいろありますから。そういったものあたりを５４件あった方に、みんなお礼として差し上げておると、こういうことでいいんですか。

○議長（大山　晃君）税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）５４件の方全てではなくて、１０万以上の寄附があった方につきまして、５,０００円程度の特産品の詰め合わせということで、ちなみに昨年度はお米の２キロぐらいの分があったと思うんですが、それもたしか一緒に合わせて送ったと。ちょっと詳細は今把握していませんので、お答えすることができませんが、特に加工品を主に送らせていただいております。

　寄附をしていただいた中で、大体毎年１名の方。ですから、先ほど延べの寄附者が５４件というのは、これは５年間の分でございますので、１年でいきますと、大体１０名前後の寄附がございます。

　以上でございます。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）この制度が２００８年からなんですけれど、宮本議員あたりは大いに一つＰＲをして、お金を皆さんうちの町に寄附してくれるようにというようなことでございましたけれど、これはなかなかうちの町に送ってくるのはいいんですよね。これは光の部分。ところが、うちから出ていくのが影の部分なんです。というのは、それによって、うちの町がはけなきゃならない税というものが引かれるわけですから、これはもうこれからいきますと、たくさんの方から来て、うちはたった２件ぐらいしか、そういうことを言ったらちょっと笑われるかもわからないけれど、ほんと言ったらこの制度はそういったいいところと悪いところの部分がやっぱりあるんですよね。うちの方々がどんどんほかの自治体に寄附しとったら、うちに入ってくる税というものが控除されますからね。課税できないというようなことですから、これはもう決して喜ぶ場合じゃない。入ってくるのは何ぼ入ってきてもいいけれど、出ていくことはあまり、もらったほうはいいけれど、出ていくのはだめだというようなことになりますから。これは大体総務省のほうも、あんまりそれ行けそれ行けというようなことでもないような制度といいますか、そういうことのようです。しかし、これはそれぞれの方々が自分の好きな自治体にやるわけですから、これはとめることも何もできないわけですけれども、この制度というものはこういった光と影のところがあるんだということで、私もどうかなというふうなことを思います。これは私の思いですから、別に答弁も何も要りません。もうふるさと納税はそれで終わります。
　それから３点目として、大平楽のその後ですよね。亀頭議員のほうからも先ほど質問がありましたけれども、昨年の１２月ぐらいのときに結審されたと、その中で賠償命令が出て請求書を送ったけれども、相手方に支払う原資がないというようなことで聞いておりますけれども、その後の進展は亀頭議員の質問のときに大体わかったんですけれども、これはこれから先、何か町長はできるだけ早く決着したいというようなことで答弁をしておったんですけれども、現在この方は財産関係とか何とかというのはどんなふうになっているんですか。
○議長（大山　晃君）会計管理者。
○会計管理者（中　　豊君）ここに森の風がございます。ということで、これが財産というふうなことになろうかと思います。

　で、今後の展開ということでございますけれども、その部分を例えば競売にかけたとしても、それ自身には抵当権等が設定されていて、競売にかけても町にその支払いされたお金が入るめどはないというようなことでございます。
○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）なかなかお先が見えないといいますか、お先真っ暗みたいな話のようでございますけれど、そうなりますと、これはもう民事のほうでやって、こういう結果でどうしようもないというようなことかもわかりませんけれども、では次のステップとして、私は３月のときにお尋ねしたときには、当時は尾崎課長が企画情報課長でまだおいでましたよね。そして、企画情報課長の答弁では、弁護士と相談をして、町長の指示をいただいて結論を出したいと、こういう答弁を私はもらっっているんですよ。ですから、これは町長のお考えですけれども、いわゆる刑事告訴といいますか、そういった訴訟的なことは視野に入れておりますか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）おっしゃるとおり、民事のほうは確定いたしておりまして、刑事訴訟には当たらないということでございますので、今後の訴訟は考えておりません。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）刑事のほうには当たらないと。

○議長（大山　晃君）会計管理者。
○会計管理者（中　　豊君）これも弁護士等に御相談をさせていただきました。その結果、刑事訴訟というのは当たりづらいということでございます。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）そうしますと、何か泣き面に蜂みたいな形でもって、上毛町はこれは手も足も出らんのかなと。

　亀頭議員もおっしゃっておりましたけれども、どういうふうに町民に説明をしていくかですよ。我々、執行部も当然ですけれども。私どもにも「あれ、どげえなりよるじゃろうか」とかいうようなことでしたときに、「あれはあんた、もうやられっ放しやろう。上毛町に約４,０００万円の穴が開いたんじゃろう」ということでなってしまうんかなと。こんな話ですよね。町長は先ほどもできるだけ早い時期に決着したいとかいうようなことでしたけれども、どんなお考えでこれから先の始末を、町長、思っていますか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）それは気持ちの整理をつけて、ある意味もう諦めざるを得ないというふうに考えております。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）諦めざるを得んっちゃね、これはもう大変な一つのあれですよね。そうしますと、坪根町長に全て信託しているものが少し、先ほども言いますけれども、雲がかかってくるかなというような感じ。何かやるだけのことはとことんやったんだというようなことの中で、何か少しでも出てきて、そしてもうこれ以上はやるだけはやりましたという中で、町民の皆さん方に御理解をしていただくことじゃないと、何となくかすんで、どうしたんですか、どこまでやったんですかというようなことになったときに、なかなかその言葉が見つからないといいますか。新しい感覚で坪根町長に町政のことを全てお任せしている中で、それはあなたの責任とは言いませんよ。それはもう前からの関係ですからね。しかし、時の町長ですから、私は前任者の方からいろいろと事務の引き継ぎもやっているんじゃないかと、こういうところがあるから一つ、あとどうかしてくれ、どうか頼むぞというような、前の町長とのそこら辺は、町長どうですか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）その辺の引き継ぎは受けておりませんし、この件につきましては、下手な期待を持たせてずるずる引っ張るよりも、一旦整理をしてもらって、それで何もしないということではなくて、できる限りのことはしながら対応していきたいと。ただ、もうない袖は振れないわけで、いつまでも期待をしてもらっておらせるのもいかんのかなというように思っています。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）そうすると、もう責任のとり方がないということですよね。

　我々は、あと数カ月で住民の皆さん方からの審判を受けなければならない時期が来ております。そういった中で、あんたたちは何しよったんかと、これは言われるかもわかりません。またそれだけの覚悟もして、選挙戦に臨まなければならんかもわかりませんが、なかなかその住民の皆さん方に御理解をいただくのに苦労するなと。

　町長のほうにも、いろいろとまたその後どうかというようなことで、問い合わせ等があるかと思いますけれども、非常にきょうは何も私のこの件については、中身がとれなかったと。こういうことで、もうこれ以上はやりとりしてもしようもない一つの考えのようですからこの辺で切りますが、これでもって議会とのやりとりは終わったんだということではなくて、できるだけ何かどうかならんかというようなことで、今会計管理者のほうから答弁がありましたけれども、競売にかけても抵当権が入っていて、なかなか我々のほうにはそれが取れないようだというようなことのようですけれども、そういったところの推移も十分一つキャッチしていただいて、また私どもにも報告をしていただきたいというふうに思っております。

　それから、最後の質問になりますけれども、水道使用料の見直しの考えはどうでしょうかということで、お尋ねなんですが、これは旧新吉富の時代のときでございまして、平成９年、上水道というものが創設をされまして、そのときは私どもも水道料を決めた１人でございますが。湯の川内のほうから送ってくる原水が、水道企業団から送ってくる原水がトン当たり１９８円だと。そうすれば、原水がそれだけの値段を取りますから、やっぱり２１０円もらわないかんなということで、２１０円という単価を決定した経緯があるわけですね。

　あれから十六、七年たちますけれども、そしてその移り変わりを見ますと、平成１５年にトン当たり１８８円に、１０円下がっておるわけですね。さらに、平成２１年から１７８円に下がっているわけですね。ですから、御承知のように最近非常に食品あたりの物価が上がってきております。加えて、４月から消費税のアップということもあって、台所というものを直撃しているという中で、なかなかこれは大変だなと。預かる方々はやっぱり倹約をして、いろいろとあっち行って安いのがないか、こっち行って安いのがないかというような買い物をしながら、やりくりをやっているようでございますから、毎日それこそ欠かすことのできない飲料水でございますから、そういった料金がダウンしているという背景の中で、坪根町長も新しく若い町長が誕生したということで、やっぱり少しでもダウンしてあげると、なかなか台所のこともよく理解してくれているなというようなことに私はなるんじゃないかと。

　前のところにさかのぼりますと、ことしの消費税の関係で税制の改正がありましたね。それで、あの中で地方が決められる、いわゆる農耕用の自動車とか何とかいうのも、亀頭議員さんからもちょっと出ましたけれども、私はあれなんかは基幹産業が農業ですから、できれば据え置いて、よそは上がるかもわからんけれど、うちはそれだけの分ぐらいのことはそのままにしてもというようなことで期待をしておったんですけれども、町長は他のこともありますからとかいうような答弁の中で、あれもアップしていきましたけれども。何かそういったことで、町長に少しでも。もうこれは気持ちの問題なんですよ。安いにこしたことはない。しかし、いろんなものが上がっている中で、こういうものが少しでもというようなことになれば、やっぱり住民の皆さん方も気分的に明るくにもなりますし、やっぱり人が変わるとこうなるかなというようなことにも、私はなってくるんじゃないかなと。

　あわせて、先ほど高畑議員のほうから話がありましたけれども、これから給水区域の拡張をやって、広げていかんならんという中で、数量が少し下がったというようなことになりますと、加入の促進にもリンクしてくるんじゃないかというふうに思うわけですよね。そういうことですから、町長としてのお考えを、こういう時期に一つ出してもらったらどうかなと。いかがでしょうか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）では、今の段階で申し上げられることは、平成３０年４月より、伊良原ダムからの送水が予定、御承知のようにされておりまして、そのときは、京築水道企業団の話では、現在１立方当たり１７８円、これは税抜きではございますけれども、これが１４１円ぐらいまで下がるという話があり、その暁には、予算及び決算状況を見ながら協議してまいりたいと考えております。

　２番の、給水区域が拡張されますと、水道の使用量もふえて、それに伴う維持・管理費は反比例するために、大いに関連性は出てくるんだろうと思います。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）４年先の話ですから、なかなか私どもおるかどうかわかりませんけれども、伊良原が来ると１４１円になるという、これは大幅なダウンになるんですけれども、何かやっぱりうちの町は、他に比べたら非常に高い料金なんですよね。うきは市は、うちの半額ぐらいでもってやっているということですから、そういったものを背景にしながら、一つ考えてというふうに思いましたけれど、４年先と言いますから、私どもはそのころはもうどうなっているかわかりませんけれども、それはそれでもって聞いておきましょう。

　ちょうどいい時間、５時ぐらいになりましたからやめます。もうやらん。もうやったって進展がない。

○議長（大山　晃君）安元議員の質問が終わりました。

　以上で、一般質問は全て終了いたしました。
　本日はこれで散会いたします。お疲れさまでした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午後　４時５８分
　　　平成２６年９月１２日
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